
３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：Ｈ29年 4月】 

（１）特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分） 

 養護相談 保健相談 非行相談 育成相談 その他 合計 

平成 28年度 13 0 0 0 3 16 

平成 29年度 10 0 0 3 0 13 

平成 30年度 14 0 0 0 0 14 

 

  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4 業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関係機

関との連携）遂行上の特徴 

①実情の把握 

・家庭教育支援チームを配置し、学期に 1回、訪問対象家庭(令和元年度は 5歳児(年長児)か 

ら小学 5年生)を全戸訪問し、支援が必要な家庭の早期発見に努めている。 

・学校にて実施する学校版スクリーニングと拠点にて実施する福祉版スクリーニングを突合し 

た突合版スクリーニングにより、支援が必要な子どもや家庭を早期発見する仕組みづくりに 

努めている。 

②相談対応 

・相談窓口をワンストップ化（一本化）し、相談対応を行っている。 

・家庭教育支援チームを配置し、学期に 1回、訪問対象家庭(令和元年度は 5歳児(年長児)か 

ら小学 5年生)を全戸訪問し、相談を受けた時は、地域と学校、行政をつなぐ橋渡し役として 

活動している。 

・一般子育てに関する相談から養育困難な家庭、虐待に関する相談など、妊娠期から子育て全 

般に関する相談に対応している。 

③総合調整 

・子どもの未来応援センター担当者連絡会議（出席者：福祉課（要保護児童対策調整機関担当・ 

児童福祉担当・家庭教育専門員）母子保健担当課、子育て支援センター）を月 1回開催し、 

新規ケースや対応困難ケースについて情報共有し、虐待の未然防止に努めている。 

・要対協事務局として、関係機関からの情報を集約、アセスメントし、個別ケース検討会議の 

開催や直接的な対応を実施。必要な機関へのつなぎなどを行っている。 

④調査、支援及び指導等 

・大阪府市町村児童家庭相談援助指針～相談担当者のためのガイドライン～を活用し、子ども 

家庭センターの助言を得ながらケース対応を行っている。 

・子どもや保護者と信頼関係のある学校や民生委員に見守りを依頼するなど、関係機関と連携 

しながら継続的に支援を行っている。 

⑤他関係機関との連携 

・福祉と教育、学校等がつながる仕組みづくりとして各事業に関連する会議体を全体レベルと 

現場レベルの 2層に整理し、連携を図っている。 
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（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

  ※子育て世代包括支援センター未設置自治体であれば母子部門（所属明記）との連携 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

支援拠点と子育て世代包括支援センターの 2

つの機能を担う「子どもの未来応援センタ

ー」を設置し、相談窓口を一本化。妊娠期

から学齢期にわたり切れ目ない支援を行っ

ている。 

 

 

⇒ 

支援拠点と子育て世代包括支援センターの 2つ

の機能を担う「子どもの未来応援センター」を

設置し、相談窓口を一本化。妊娠期から学齢期

にわたり切れ目ない支援を行っている。 

人材の確保が課題。 

 

②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

大阪府市町村児童家庭相談援助指針～相談

担当者のためのガイドライン～に基づい

て、児童相談所と情報の共有・協議を行っ

ている。 

学期に 1回の要対協実務者会議で児童相談

所や町が対応したケースについて情報共有

を行っている。 

 

 

⇒ 

大阪府市町村児童家庭相談援助指針～相談担当

者のためのガイドライン～に基づいて、児童相

談所と情報の共有・協議を行っている。 

学期に 1回の要対協実務者会議で児童相談所や

町が対応したケースについて情報共有を行って

いる。 

児童相談所の担当者が不在であることが多く、

スムーズに連絡がとれないことが課題。 

 

③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

支援拠点が要保護児童対策調整機関を担っ

ている。 

 

 

⇒ 

支援拠点が要保護児童対策調整機関を担ってい

る。 

人材の確保が課題。 

 

④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

 

子ども家庭支援員：2名（内非常勤 名） 

心理担当支援員： 名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員： 名（内非常勤 名） 

その他事務職員等： 名（内非常勤 名） 

 

 

 

⇒ 

 

子ども家庭支援員：2名（内非常勤 名） 

心理担当支援員： 名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員： 名（内非常勤 名） 

その他事務職員等： 名（内非常勤 名） 
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（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

(相談室)                                       (親子交流スペース) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(事務室) 

 

４．拠点設置の効果及びメリット 

・支援拠点設置に伴い、会議体の位置づけを明確に整理したことで、連携がさらに進むようになった。 

・担当者レベルの定期的な会議を設けることで、多面的に家族を見れるようになった。 

・多職種の視点でアセスメント・プランニングができるようになった。 

・気になるケースを早期発見し、早期支援につなぐことができるようになった。 

・教育と福祉の連携の仕組みづくりにより、個別支援からファミリー支援になった。 
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熊取町 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②面積：17.24㎢ 

③人口：43,685 人 （ H31年 4月現在） 

④児童数：7,379 人（ H31 年 4月現在） 

⑤類型（小規模等）：小規模 A型 

 

 

２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子育て支援課組織図

子育て支援課長　

子育て支援参事（学校指導参事兼任）

子ども健康参事（健康・いきいき高齢課長兼任）

子育て支援課課長補佐（保健師）　

子育て・母子支援グループグループ長

（※課長補佐兼務）

すこやか推進グループ

グループ長（保育士）

　　　　母子保健事業

（利用者支援事業母子保健型）

正職保健師3名
嘱託保健師3名
正職事務職1名

　　　　　児童相談・子育て支援事業

　　　　　（子ども家庭総合支援拠点）

正職社会福祉士1名
嘱託子ども家庭支援員（社会福祉士）1名
嘱託子ども家庭支援員1名
正職事務職1名
非常勤SV2名

子育て支援・療育事業

正職保育士2名
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３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月： 平成３０年４月】 

（1） 特徴

ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分）

（福祉行政報告例より） 

イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

 拠点としての 4 業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関係機

関との連携）遂行上の特徴 

・支援拠点が、要保護児童対策地域協議会事務局を担う。

・①において、組織的に同課・同施設・同事務室に配属されており、乳幼児期から学齢期ま

での情報収集が比較的スムーズである。

・①②③において、要保護児童対策地域協議会の機能を活用して、詳細な情報収集とアセ

スメントを行うよう心がけている。医療機関との連携においては、できるだけ出向いて情

報共有している。 

・④⑤において、発達支援を要する場合、「きずなシート」という名称のシートを保護者と保

育士と保健師とで作成し、乳幼児期の発達や支援経過を就学先へ申し送りしている。

・⑤において、日常連携を円滑にし、互いのスキルアップも目的として、「豊かな子どもの育

ちネット」を開催し、子育てに関わるあらゆる機関（学校・保育所・幼稚園・NPO等団体・

行政・障がい療育機関等）が集まり、研修を受けたりグループワークする取り組みを行っ

ている。

（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

※子育て世代包括支援センター未設置自治体であれば母子部門（所属明記）との連携

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

開設 1年前から、同課「子育て支援課」と

なり、グループとして「母子保健グルー

プ」「子育て支援グループ」となる。（それ

までは「健康課（保健ｾﾝﾀｰ部門）」と「子ど

も家庭課（児童福祉部門）」に別れていた。 

⇒ 

同課であり、さらに、同グループ「子育て・母

子支援グループ」となる。事務所も同じ、常に

連携をとり、対象が乳幼児の場合は、児童相談

員と保健師が、ペアで支援を行っている。 

児童虐待相談 その他の相談 
H28 ７７ ４０６ 
H29 ４８ ４４９ 
H30 ８６ ５１９ 
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②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

要保護児童対策地域協議会実務者会議で、

定期的に会議を実施することと併せ、日常

的に、情報交換や連絡調整に心がけてい

た。 

 

 

⇒ 

左記と同様の連携と併せ、児童相談所を中心と

した管内市町村の連絡会議が管理職級および実

務者の 2段階で開催され、より重層的に連携を

とれるようになった。 

 

③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

支援拠点が、要保護児童対策地域協議会事

務局を担う。要保護児童対策地域協議会

で、町内保育所・幼稚園・小中学校・学童

を巡回し、現地でモニタリングに係る情報

交換を行い、顔の見える関係づくりに努め

ていた。 

 

 

⇒ 

左記と同様 

 

④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

子ども家庭支援員：４名（内非常勤２名） 

心理担当支援員：０名（内非常勤０名） 

虐待対応専門員：０名（内非常勤０名） 

その他事務職員等：5名（内非常勤 2名）※

下記 

 

本町の特徴 

※印の職員 5名中 

①スーパーバイザー：2名（内非常勤 2名） 

②2 名は、健康づくり部門の課長級保健師

と、教育委員会部門の課長級指導主事が兼

務する体制をとっている 

 

 

⇒ 

子ども家庭支援員：４名（内非常勤２名） 

（内訳）専任１＋専任・非常勤 2＋兼任・常勤 1 

心理担当支援員：０名（内非常勤０名） 

虐待対応専門員：０名（内非常勤０名） 

その他事務職員等：5名※（内非常勤 2名）※下

記 

本町の特徴 

※印の職員 5名中 

①スーパーバイザー：2名（内非常勤 2名） 

②2名は、健康づくり部門の課長級保健師と、教

育委員会部門の課長級指導主事が兼務する体制

をとっている 
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（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

 窓口 相談室 事務室 

 

 

 

 

 

 

 

４．拠点設置の効果及びメリット 

・設置以前から、スーパーバイザーを含む人員が配置されており、拠点設置を機に増員等変化があっ

たわけではないので、現在のところ大きなメリットは感じられない。（今までどおりの人員体制で、今

までどおりの相談業務を行っている認識である） 

 

藤井寺市 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

 

②面積： 8.89 ㎢ 

③人口： 64,102人（平成 31年 4月現在） 

④児童数： 10,709人（平成 31 年 4月現在） 

⑤類型（小規模等）：小規模 B型 
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２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

 

  市長    こども・健康部     こども政策課 

                    子育て支援課（子ども家庭総合支援拠点） 

                    保育幼稚園課 

                    健康課 

 

３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月： 平成 31年 4月】 

（5） 特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分） 

 

  平成 28年度： 養護相談 131 件（うち、児童虐待相談 70件） 

  平成 29年度： 養護相談 183 件（うち、児童虐待相談 109件） 

  平成 30年度： 養護相談 248 件（うち、児童虐待相談 143件） 

 

  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4 業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関係機

関との連携）遂行上の特徴 

① 大阪府作成のアセスメントシートを活用し、管理職を交えて組織判断をする。 

②地区担当を定めず、相談員でチーム対応をする。 

③要対協会議を活用し、複数機関の視点から進行管理を行う 

④ケース会議等で情報収集し指導・支援の見直しを定期的に行う。必要に応じて、児童相談所

の指導委託措置も活用する。 

⑤要対協会議で、各構成機関の業務を学ぶ機会をつくり、それぞれの専門性を活かした連携を

目指している。 

 

 

（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

  ※子育て世代包括支援センター未設置自治体であれば母子部門（所属明記）との連携 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

子育て世代包括支援センター未設置 

担当課：こども・健康部健康課 

・ 同一組織内（部長が同じ） 

・ 同一建物、同一フロアにある 

・ 要保護児童等対策地域協議会の事務局機

関の一員を担う（月 1回会議に参加） 

 

 

⇒ 

子育て世代包括支援センター未設置 

担当課：こども・健康部健康課 

・ 同一組織内（部長が同じ） 

・ 同一建物、同一フロアにある 

・ 要保護児童等対策地域協議会の事務局機関の

一員を担う（月 1回会議に参加） 
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②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

・ 要保護児童等対策地域協議会の事務局機

関の一員を担う（月 1回会議に参加） 

 

⇒ 

・ 要保護児童等対策地域協議会の事務局機関の

一員を担う（月 1回会議に参加） 

 

③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

・ 

 

 

 

 

 

⇒ 

・ 支援拠点が、要対協調整機関を兼任 

・ 代表者会議、実務者会議等で機関連携の機会

を設ける 

・ 年 1回、機関向けの研修会を実施 

 

④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

 

子ども家庭支援員：3名（内非常勤 1名） 

心理担当支援員：0名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員：0名（内非常勤 名） 

その他事務職員等：0名（内非常勤 名） 

 

 

 

⇒ 

 

子ども家庭支援員：2名（内非常勤 0名） 

心理担当支援員：0名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員：1名（内非常勤 1名） 

その他事務職員等：0名（内非常勤 名） 

 

 

（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．拠点設置の効果及びメリット 

平成 31年 4月設置のため、現時点で効果・メリットを検証できていない。 
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河南町 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②面積：25.26ｋ㎡ 

③人口：15,558人  （令和元年 7月 31日現在） 

④児童数：2,231 人  （令和元年 7月 31日現在） 

⑤類型（小規模等）： 小規模Ａ型 

 

  

 大阪府南河内郡河南町 
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２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

●河南町子ども家庭総合支援拠点 
 

 
 
 

 
 

 

 
 
 
 
 

 

 

 
 

 

 

３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：平成 29年 4月】 

（6） 特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分） 

   

Ｈ28 養護相談 119件 虐待相談 69件 

Ｈ29 養護相談 114件 虐待相談 75件 

Ｈ30 養護相談 125件 虐待相談 78件 

計 養護相談 358件 虐待相談 222件 

 

  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4 業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関係機

関との連携）遂行上の特徴 

 相談や通告を受け付け、調査や家庭訪問、情報提供、児童相談所（子ども家庭センター） 

との連携等、迅速に行うようにしている。 

 

 

 

（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

  ※子育て世代包括支援センター未設置自治体であれば母子部門（所属明記）との連携 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

河南町子ども家庭総合支援センター（拠点） 

河南町子育て世代包括支援センター 

利用者支援  おやこ園・こども１ばん課 

母子保健  健康づくり推進課 

      

要保護児童対策調整機関 

こども１ばん課 
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・健康づくり推進課、保健師等との連携 

 特定妊婦、乳幼児健診等での情報共有と

支援 

・要対協の連絡会への参加 

・ケース会議 

 

 

⇒ 

同じ 

  ・第 2子出産によるショートステイ事業 

  ・新生児訪問 

  ・要対協の連絡会 

 

② 児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

子ども家庭センター 

・個々のケース状況等により役割分担、連

携を図り、協働して支援を行う。 

・要対協見直し会議や子育てネットワーク

の部会等で情報交換を行っている。また 

 必要に応じて個別ケース会議を行ってい

る。 

 

 

⇒ 

同じ 

  ・要対協の連絡会 

  ・ケース会議 

 

③ 要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

・要対協で要保護、要支援児の早期発見、

迅速な支援、情報共有を行う。 

 

 

⇒ 

・要対協の連絡会 

・ケース会議 

 

④ 人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

 

子ども家庭支援員：2名（内非常勤 1名） 

心理担当支援員：0名（内非常勤 0名） 

虐待対応専門員：0名（内非常勤 0名） 

その他事務職員等：0名（内非常勤 0名 

 

 

⇒ 

 

子ども家庭支援員：2名（内非常勤 1名） 

心理担当支援員：0名（内非常勤 0名） 

虐待対応専門員：0名（内非常勤 0名） 

その他事務職員等：0名（内非常勤 0名） 
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（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．拠点設置の効果及びメリット 

・今までも協力し合っていたが、より連携が取りやすく、迅速に行えるようになった。 
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兵庫県 

第１：市町村に対する支援拠点設置に向けての説明会・研修等の実施経過及び内容 

１．経過（平成 29 年度～令和２年 3 月まで） 

厚生労働省による令和元年度子ども家庭総合支援拠点に関するアドバイザーの派遣制度を利用し、

令和２年２月６日「児童虐待への対応力向上に向けた県・市町合同研修会」にて日本大学危機管理

学部 鈴木秀洋准教授を講師としてお招きして、子ども家庭総合支援拠点の立ち上げ、運営等につい

ての講演を実施。 

２．県の取組（有効であったと考えているところ） 

○ 県内各市町へ子ども家庭総合支援拠点に関するアンケートを実施。アンケートの取りまとめ結

果を県内市町に提供して情報共有を行った。 

アンケート項目は「設置の有無」「設置時期」「設置規模」「職員配置」「正規・非正規人員」

「新規採用の有無」「子育て包括支援センターとの兼ね合い」「要保護児童対策地域協議会との

兼ね合い」「（設置市に対して）支援拠点設置に当たっての課題となった点」「（未設置市に対

して）支援拠点設置にあたっての課題」。 

○ 「１.経過」記載のとおり、研修に日本大学危機管理学部 鈴木准教授を講師としてお招きして、

他自治体の事例等も交えながら、子ども家庭総合支援拠点の立ち上げ、運営等に関して講演を実

施。実施後、各市町から参考となったとの声が多く聞かれた。 

３．県内における支援拠点設置（機能設置）自治体一覧 

平成 30 年 4 月現在【６自治体：姫路市、明石市、川西市、養父市、宍粟市、たつの市】 

平成 31 年 4 月現在【10 自治体：姫路市、明石市、西脇市、川西市、小野市、三田市、養父市、 

宍粟市、たつの市、福崎町】 

令和元年 10 月現在【12 自治体：姫路市、尼崎市、明石市、西脇市、三木市、川西市、小野市、 

三田市、養父市、宍粟市、たつの市、福崎町】 

※下線自治体は新設した自治体。 

４．県としてのコメント 

 児童虐待防止対策体制総合強化プラン（平成 30 年 12 月 18 日付け児童虐待防止対策に関する関係

府省庁連絡会議決定）により、2022 年度までに子ども家庭総合支援拠点を全市町村に設置する国の

方針が決定されたことを受けて、支援拠点を設置していない県内各自治体から県への問い合わせが

増加傾向にあった。問い合わせには、個別に応対してきたが、市町向けの研修を実施することによ

り、支援拠点設置・運営のイメージを持つ事ができたと思われる。今後も支援拠点設置に向けた支

援を行っていきたい。 
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２：県内で支援拠点を設置した自治体の紹介 

１．姫路市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２.明石市 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．西脇市 

 

 

 

 

 

 

 

【過去】 

開設前の主な課題（制度・

業務・職員体制・設備等） 

【現在】 

現在までに主に取り組ん

できたこと（解決してきた

こと） 

【未来】 

今後の主な展望（具体的に

やっていくこと・課題解決

後の具体的地域の姿など） 

職員体制（H29.4.1） 

・係長（１名） 

・保健師（4 名） 

・家庭児童相談員（5 名） 

・安全確認員（1 名） 

職員体制（今後） 

・拠点の設置前は保健師

と家庭児童相談員のみで

あった専門職が、社会福

祉士、精神保健福祉士、

心理士等が増員されて、

専門性の強化及び多様性

を図ることができた。 

・今後は拠点の配置基準

を満たすため、より一層

の体制強化を図りたい。 

職員体制（H31.4.1） 

・主幹（1 名） 

・課長補佐（2 名） 

・保健師（4 名） 

・社会福祉士（2 名） 

・精神保健福祉士（2 名） 

・心理士（2 名） 

・再任用（2 名） 

・家庭児童相談員（6 名） 

・安全確認員（1 名） 

・事務処理担当（1 名） 

本市では子ども家庭総
合支援拠点を要綱によ
り設置する以前から、
拠点で実施すべき必要
な業務を行っていた
（拠点となる要件を備
えていた）ため、拠点
設置のための課題は特
になかった 

母子保健施策とのさら
なる連携の強化を図る
ことで、要支援児童等の
より効果的な支援に繋
げる 

児童相談所の業務（都
道府県業務）と子ども
家庭総合支援拠点の業
務（市町村業務）を一
体的に担い、子ども虐
待の発生予防、早期支
援、子どもの保護・家
庭復帰支援、さらには、
地域における社会的養
育といった子ども家庭
支援を一貫して行って
いる 

・家庭児童相談のうち、

虐待を含む養護相談の

件数が増加 

・相談支援体制の強化 

・保健、福祉、教育部門

との連携 

・資格を有する者の配

置 

・支援拠点業務を要保

護児童対策地域協議会

の調整機関が担う。 
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４．小野市 

 

 

 

 

 

 

５．三田市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．たつの市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人員確保 

同じ課内の相談係で、

要保護児童対策地域協

議会の運営、家庭児童

相談室を実施してお

り、業務等のすみ分け

が難しい。 

それぞれの業務、位置

づけの明確化をする。 

支援が必要なケースが

スムーズな相談につな

がるよう連携、体制を

整備する。 

 

平成 29 年度から子育

て世代包括支援センタ

ーとして子育て応援セ

ンター「すくすく」開

設にて人員確保した。

母子保健分野について

は健康課と連携し取り

組んできた。 

増加する要支援ケース

に対し、従前の職員体

制では一部職員に賦課

が大きくかかった。 

庁内連携や市民・他団

体との繋がりを深め、

様々なケースに対し適

確な見守りと早期の支

援を行う。 

職員の増員は不可だっ

たが、係内での事務分

担を見直した。また、

一部事業を拡張し、応

援体制を充実した。 

必要な情報共有、支援体

制ができていなかった。 

・妊娠期から支援が必

要なケースの早期介入 

・要支援世帯の早期把

握 

・特定妊婦の整理 

・会議に保健師も同席 

・児童家庭相談システム

を母子保健担当課に設置 

・家庭児童相談員と保健

師が一緒に家庭訪問を行

う 

乳幼児健診の情報が得

られにくい 

・未受診者の早期把握 

・システムの活用（予

防接種状況、成長曲線

などの共有） 

・対象者リストを保健師

に渡す 

・対象者については、健

診結果は保健師がシステ

ムに入力 

・乳幼児健診に家庭児童

相談員も同席 
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第３：紹介自治体の詳細（姫路市、明石市、三田市） 

姫路市 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

 

 

②面積：534.35㎢ 

③人口：530,309（平成 31年 4月現在） 

④児童数：88,263（平成 31年 4月現在） 

⑤類型（小規模等）：大規模 

 

２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

  健康福祉局→こども育成部→こども家庭総合支援室（拠点機能） 
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３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：30年 4月】 

（1） 特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分） 

    平成２８年：1,170 件（内児童虐待相談：426 件） 

    平成２９年：1,371件（内児童虐待相談：721 件） 

    平成３０年：1,624件（内児童虐待相談：759 件） 

 

  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関

係機関との連携）遂行上の特徴 

支援拠点開設で体制強化され人員増となったため、虐待通告初期対応と要保護児童対策地域協

議会ケース進行管理の担当者を分けた。虐待通告はタイムリーに対応できるようになり、ケース

進行管理もしやすくなった。 

 

 

（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

連絡票や電話による情報提供を元に当課

主体で判断していた。 

 

⇒ 

毎月定例の会議を開催し、妊婦及び乳幼児に関

する情報・支援方針の共有を行っている。 

 

②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9 参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

要保護児童対策地域協議会の各会議、特に

個別ケース検討会議において、役割分担や情

報・支援方針の共有を図っている。また、日

常的にアセスメントや技術的助言を求めた

り、同行・同席による支援を行っている。 

 

 

⇒ 

開設前同様。 

 

③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

代表者会議を年に１回、実務者会議を毎

月、必要に応じて個別ケース検討会議を開催

し、各関係機関の役割分担、情報・支援方針

の共有を行っている。 

 

 

⇒ 

毎月の実務者会議に加え、保健センター４か所

毎の部会を毎月開催している。 
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④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

 

子ども家庭支援員：5名（内非常勤 0名） 

心理担当支援員：2名（内非常勤 0名） 

虐待対応専門員：6名（内非常勤 5名） 

その他事務職員等：2名（内非常勤 1名） 

 

 

 

⇒ 

 

子ども家庭支援員：6名（内非常勤 2名） 

心理担当支援員：2名（内非常勤 0名） 

虐待対応専門員：10 名（内非常勤 6名） 

その他事務職員等：2名（内非常勤 1名） 

 

 

（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

   

相談室                親子交流スペース 

 

事務室 

 

４．拠点設置の効果及びメリット 

配置基準に專門職が指定されているため、本市の場合は、新たに臨床心理士や精神保健福祉士、社

会福祉士等の職種が増え、多角的なアセスメントや支援につながっている。 
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明石市 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

 

 

②面積：４９．４２㎢ 

③人口：２９８，３９９人 （２０１９年４月現在） 

④児童数：５２，７０９人 （２０１９年４月現在） 

⑤類型（小規模等）：中規模 

 

２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

  

 

明石市 
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３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：2017年４月】 

（1）特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分） 

 養護 
計 

 虐待 その他養護 

平成２８年度 ２０３ １１０ ３１３ 

平成２９年度 ２３４ １１３ ３４７ 

平成３０年度 ３８２ １４０ ５２２ 

 

  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関

係機関との連携）遂行上の特徴 

① 児童の安全を迅速に確認するため、通告を受けて４８時間以内に安全確認を行うことをルー

ルとしている。それと当時に関係部署、児童の所属機関への聴き取りをしながら児童の情報

を出来る限り取集していく。 

②虐待の内容や原因など、見立てを行う際には担当者の独断ではなく、保護者等との面接で得た

情報や児童の所属機関からの情報を元に会議により客観的に行う。 

③関係部署、関係機関と十分に協議をしながら、支援方針を固めていく。 

④支援方針に沿って、訪問等によりさらに児童の状況や家庭状況を調査し、必要な支援・指導を

行う。 

⑤児童が所属している学校園等からの情報提供依頼だけでなく、市から学校園へ見守りの依頼を

行うなど、関係機関と相互に連携しながら支援を行う。 

 

（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

担当の保健師とは特定妊婦にかかる定期的

な連絡会の実施をはじめ、組織上も同一の局

内で特に緊密な連携のもと取組んでいた。 

 

 

⇒ 

現状も左記と同様である。 

 

② 児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

県の児童相談所が本市にあることもあり、頻

繁に本市職員が県の児童相談所に行き、児相

ケースワーカーと直接協議等を行いながら

連携を図っていた。 

 

 

⇒ 

本市に児童相談所が設置され、そこに子ども家庭

総合支援拠点機能を含んでいるため、特段児相と

の連携への取組といえるものはない。 
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③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

 月に１度支援策検討実務者会議として、庁

内関係部署および小学校園、保育所、警察等

が集まり、児童の情報交換や支援方針の検討

を行っていた。 

 

 

⇒ 

現状も左記と同様である。 

 

④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

 

子ども家庭支援員：３名（内非常勤１名） 

心理担当支援員：２名（内非常勤０名） 

虐待対応専門員：５名（内非常勤３名） 

その他事務職員等：１名（内非常勤０名） 

 

 

 

 

 

⇒ 

 

子ども家庭支援員： 名（内非常勤 名） 

心理担当支援員： 名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員： 名（内非常勤 名） 

その他事務職員等： 名（内非常勤 名） 

 

※児童相談所の中に子ども家庭総合支援拠点機

能を含み一体的に運用しているため、明確な人数

を算出することが難しい。 

 

（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

以下の明石こどもセンター（児童相談所・子育て支援センター）の写真です。 
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４．拠点設置の効果及びメリット 

本市では子ども家庭総合支援拠点を要綱により設置する以前から、拠点で実施すべき必要な業務を

行っていた（拠点となる要件を備えていた）ため、拠点設置のための専任職員の採用や特段のハード

整備を行っていない。したがって拠点設置前後の効果について特段の変化はない。 

 

三田市 

１．自治体の概要 

①県内地図（兵庫県内の市等の位置） 

 

２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

 子ども・未来部の中に子ども政策課（子育て世代包括支援センター（チャッピーサポートセンター）

と子どもに関する様々な政策の制定）と、子ども家庭課（児童手当、ひとり親家庭支援、家庭児童相

談室）がある。 

 

子ども・未来部

子ども未来室 子育て応援室

子ども政策課 子ども家庭課

家庭児童相談室 手当・ひとり親支援子育て世代包括支援センター（チャッ
ピーサポートセンター）
・妊産婦等の支援に必要な実情の把握
・妊娠・出産・育児に関する相談
　必要な情報提供・助言・保健指導
・関係機関との連絡調整
・支援プランの作成
健康増進課兼務の
　課長補佐１名　係長１名
　主任１名　事務職員１名

児童虐待など児童家庭相談対応
・家庭児童相談
・要保護児童対策地域協議会の事務局

・子ども家庭総合支援拠点の事務局

　SV1名
　家庭児童相談員5名

児童、ひとり親家庭への支援
・児童手当、児童扶養手当支給
・ひとり親相談

　係長2名（母子自立支援員）
　主任１名
　就労支援員１名
　事務補助１名

子ども・未来部

②面積：２１０．３２㎢ 

③人口：１１２,５９２人  （平成３１年４月現在） 

④児童数：１９,０６３人  （平成３１年４月現在） 

⑤類型（小規模等）：小規模Ｃ型 
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３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：平成３０年９月】 

（1）特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分） 

2. 家庭児童相談室相談内容別件数     

【相談種別】      
 

区 分 
平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

相談人数 相談回数 相談人数 相談回数 相談人数 相談回数 

養護

相談 

児童虐待 218 3,320 248 6,352 287 7,621 

その他 144 2,948 145 3,056 170 3,043 

保 健 0 0 0 0 0 0 

障 害 58 83 116 205 83 106 

非行

相談 

ぐ犯行為等 5 48 6 50 4 33 

触法行為等 0 0 0 0 0 0 

育成

相談 

性格行動 13 191 12 89 11 87 

不登校 8 104 10 105 8 45 

適 性 3 75 1 42 1 5 

育児・しつけ 162 246 220 257 192 576 

その他 3 24 0 0 0 0 

合計 614 7,039 758 10,156 756 11,516 

 

 

  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関

係機関との連携）遂行上の特徴 

母子保健事業担当課の保健師と連携することで、虐待が起きる前の段階から関わることができ

ており、虐待の未然防止や予防につながっている。 

また、当課が家庭児童相談室であり、要保護児童対策地域協議会の事務局を担っており、虐待

が起きた時には、県児童相談所等との連携が容易である。 
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（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

健診未受診者家庭の実態把握のため、同行し

て家庭訪問を実施。 

特定妊婦の情報提供 

特定妊婦へ保健師と協同しての支援 

 

 

 

⇒ 

相談システムを使用し、タイムリーな情報共有が

できている。 

特定妊婦や乳幼児への支援方針が共有でき、連携

した支援が実施できている。 

 

③ 児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

要保護児童対策地域協議会の調整機関であ

ったので、常に連携してきている。 

 

 

⇒ 

特にかわらず。 

 

③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

要保護児童対策地域協議会の調整機関を兼

ねているため、ケースの状況により関係機関

とも連絡調整を行い、役割分担して対応にあ

たっている。 

 

 

⇒ 

左に同じ。 

 

④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

 

子ども家庭支援員：３名（内非常勤２名） 

心理担当支援員：０名（内非常勤０名） 

虐待対応専門員：５名（内非常勤４名） 

その他事務職員等：３名（内非常勤１名） 

 

 

 

⇒ 

 

子ども家庭支援員：４名（内非常勤２名） 

心理担当支援員：０名（内非常勤０名） 

虐待対応専門員：５名（内非常勤４名） 

その他事務職員等：３名（内非常勤１名） 
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（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

   親子の交流スペース            相談室 

     

                    

 

４．拠点設置の効果及びメリット 

虐待が起きる前から養育支援の必要な家庭が把握でき、虐待予防を兼ねてケース支援ができる。 

要保護児童の家庭に対し、母子保健関係部署との連携により、細やかな支援が可能となった。 
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奈良県 

第１：市町村に対する支援拠点設置に向けての説明会・研修等の実施経過及び内容 

１．経過（平成２９年度～令和２年３月まで） 

・平成 29 年度以降、毎年度、県内市町村の児童福祉担当課を集めた「市町村児童虐待対策主管課

長会議」において、支援拠点設置についての行政説明を実施。 

・令和元年度には、児童虐待の発生予防や地域における子育て支援体制の強化を図る観点から、   

市町村における「子どもと家庭を支援する体制づくり」を支援する新規事業として「市町村児童

虐待対応力・体制強化支援事業」を立ち上げ、同事業の取組の１つとして「市町村子ども家庭総

合支援拠点設置推進研修」を下記のとおり実施。 

  ◯目 的：地域で生活する子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、その実態の把握や相談支

援を専門的に行い継続的なソーシャルワーク業務機能を担う拠点の整備を市町村が

推進できるよう研修会を開催する。 

  ◯対 象：市町村職員要対協調整担当職員、母子保健担当課職員 等 

  ◯取 組：「市町村子ども家庭総合支援拠点設置推進研修」の実施                        

       ・第 1 回 令和元年 8 月 9 日 実施   参加者 73 名（33 市町村及び 4 機関） 

① 外部講師（日本大学 危機管理学部 鈴木秀洋 准教授）を招いての講義、 

② 県内の支援拠点設置済市町村からの報告、③行政説明    等 

       ・第 2 回 令和２年１月 31 日 実施   参加者数 50 名（28 市町村及び 1 機関） 

① 外部講師（日本大学 危機管理学部 鈴木秀洋 准教授）を招いての講義、 

② 他府県の先進事例報告（講師による説明）、③グループワーク    等   

 

 

 

 

 

 

 

２．県の取組（有効であったと考えているところ） 

・研修会の開催を通じ、「市区町村子ども家庭総合支援拠点」に求められる機能や、設置の必要性

と意義について、市町村と県との共通理解を図ることができた。県が実施したアンケートでは、

未設置の３２市町村のうち６割にあたる１９市町村で拠点設置に向けた検討がなされている。 
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３．県内における支援拠点設置（機能設置）自治体一覧 

平成 29 年 4 月現在【 １自治体：明日香村 】 

平成 30 年 4 月現在【 ２自治体：奈良市、明日香村 】 

平成 31 年 4 月現在【 ６自治体：奈良市、桜井市、葛城市、三宅町、田原本町、明日香村 】 

令和 ２年 3 月現在【 ７自治体：奈良市、桜井市、生駒市、葛城市、三宅町、田原本町、  

明日香村 】 

 

４．県としてのコメント 

【県の特徴と課題について】 

・本県には県内３９の市町村があり、他の都道府県と比較すると市町村数が多く、地域差が大きい

特徴がある。県北部地域には、奈良市をはじめとする比較的人口規模の大きい市部が多く、児童

虐待対応件数や要対協の進行管理ケース数も多い。その一方で、県南部地域には、人口規模が小

さく過疎化や高齢化が進んでいる町村部が複数あり、年間出生数や児童人口が少なく、児童虐待

対応件数もほとんどないような町村が比較的多い状況にある。               

児童福祉を担当する部署が単独であり複数の職員配置がなされている都市部と、児童福祉だけで

なく高齢者福祉や障害福祉の業務も担う部署で１名しか職員配置がなされていない町村部とが混

在している状況である。人口規模が小さい町村部では、子どもと保護者の顔や様子を常に把握し

ながら地域全体で密着型の支援を行うことができるメリットもあるが、一方で市部に比べると児

童福祉を専任で担う職員や専門職の人材確保が難しいという課題も抱えている。 

          

【取組効果と今後について】 

・すべての子どもを虐待から守り、大切にはぐくんでいくためには、地域において、妊娠期から切

れ目なく、子育て家庭を支えることが必要である。特に、母子保健の担当部署と子育て家庭の情

報を共有しながら、専門職が必要な支援につなぐ「子ども家庭総合支援拠点」の役割が重要であ

ると認識している。県では、令和元年度に、子ども家庭総合支援拠点の設置促進に向けた国のア

ドバイザーとして活動されている鈴木先生を講師にお迎えして、市町村を対象とした拠点設置を

促進するための研修会を２回開催した。その結果、新たに拠点を開設する１市を含め、現在、７

市町村で設置されている状況である。研修前後に実施したアンケートによると、今後の開設を検

討している市町村は１９にのぼるものの、設置要件となっている子ども家庭支援員の確保が課題

となっていることが明らかになった。拠点の専門職には通常、保健師や社会福祉士が配置される

が、当分の間、厚生労働大臣が定める基準に適合する研修を受けた者も認められることから、人

材確保が困難な市町村においては、県が実施する児童福祉司任用前研修の受講対象者に市町村職

員を含めることを検討するなど、県としても積極的に支援していきたいと考える。 

・今後は、研修会の継続とともに、拠点設置を目指しておられる市町村の課題に対し個別助言を行

うことにより、市町村の｢子ども家庭総合支援拠点」の設置促進を図っていく。 
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第２：県内で支援拠点を設置した自治体の紹介 

 

１．桜井市 

 

 

  

【妊娠期からの切れ目

ない支援体制づくり】 

・妊婦検討会や乳児全

戸訪問事業、事例報告

会等の定例会議を位置

付け実施 

 

・職員が異動しても主

旨を理解しながら実施

できるような体制づく

り 

・要綱作成 

 

 

【妊娠期からの切れ目

ない支援体制】 

・妊婦検討会や乳児全

戸訪問事業、事例報告

会等の定例会議を位置

付け継続実施 

・新しい担当者に研修

会を開催 

 

【過去】 

開設前の主な課題（制

度・業務・職員体制・設

備等） 

【現在】 

現在までに主に取り組ん

できたこと（解決してき

たこと） 

【未来】 

今後の主な展望（具体的に

やっていくこと・課題解決

後の具体的地域の姿など） 

 

 

【拠点に支援の必要な

家庭の情報が集まり、

連携による支援強化】 

・関係機関への拠点機

能の理解促進 

・幼児健診にて拠点相

談員が対応し、保護者

と積極的につながる 

 

【関係機関との連携に

よる未然防止対策】 

・養育力向上プログラ

ムの実施 

・思春期保健対策事業 

【相談しやすさ】 

・所属を通じて拠点の

案内を保護者に周知 

 

 

・拠点相談員の専門性

の向上 

・関係機関の職員によ

り、理解等に差がある

状況 

 

 

・スーパーバイズ事業

対象を他機関に拡大 

・研修会の継続実施 

・新規採用者（特に教

育職）の研修体制 

 

【専門性の向上】 

・拠点職員向け、スー

パーバイズ事業 

・要対協マニュアル作

成配布及び各所属にて

先生方への研修会開催 
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２．葛城市 

 

 

  

職員が他の業務も兼務

しており、人員の確保

が課題。 

 

職員が増員されたの

で、子育てのワンスト

ップ窓口として、相談

しやすい体制づくりの

強化。 

 

家庭相談員が 2 名増員

された。 

 

【過去】 

開設前の主な課題（制

度・業務・職員体制・設

備等） 

【現在】 

現在までに主に取り組ん

できたこと（解決してき

たこと） 

【未来】 

今後の主な展望（具体的に

やっていくこと・課題解決

後の具体的地域の姿など） 

各課の役割分担が課

題。 

 

 

支援拠点として、各機

関の役割分担を明確化

し、切れ目のない支援

のため、調整してい

く。 

 

 

教育委員会との兼任辞

令がある職員が教育委

員会との調整を行って

いる。 

保健センターとは月 1

回の会議などで役割分

担を調整している。 

 

保健センターの母子担

当と当センターの保健

師と家庭相談員が月 1

回の情報共有会議を行

うにあたり、情報共有

の同意を対象者に得て

いる。 

 

支援拠点として、情報

共有の体制づくりの強

化。 

 

支援拠点を設置するこ

とで、情報共有の必要

性が明確化され、情報

共有がしやすくなっ

た。 

月 1 回の会議では子育

て世代包括支援センタ

ーを担う子育て支援セ

ンターの職員も参加し

てもらえるようになっ

た。 

 

227



３．三宅町 

 

 

  

要対協調整支援員 1 名

の配置であり、他の児

童福祉業務（児童３手

当など）を兼任し、業

務負担が大きかった。 

 

スーパーバイザーを招

集し、子ども家庭支援

員及び関係機関を対象

に事例検討を行い、

各々の資質向上と、要

対協構成機関の連携を

より強化する。 

 

拠点設置後、心理職と福

祉職 2 名が子ども家庭支

援員として配置。各々の

視点で把握したケースの

課題を、支援員間で共有

することができ、また、

拠点が設置されたことで

課題解決に向け、関係機

関との連携を図りやすく

なった。 

【過去】 

開設前の主な課題（制

度・業務・職員体制・設

備等） 

【現在】 

現在までに主に取り組ん

できたこと（解決してき

たこと） 

【未来】 

今後の主な展望（具体的に

やっていくこと・課題解決

後の具体的地域の姿など） 

常勤の心理職がいなか

ったため、外部機関や

雇い上げにより対応し

ていたため、ライフサ

イクルに沿った継続し

た支援が困難であり、

フォローを十分に行う

ことが出来なかった。 

発達相談などの事業を

介して、保護者や関係

機関が相談しやすい環

境を整え、ハイリスク

家庭を早期に発見し、

支援を開始できる仕組

みをつくり、虐待の未

然防止に努める。 

 

子育て支援拠点に心理職
が配置され、発達検査、
心理判定などの発達相談
業務について課内のみで
なく幼児園や小中学校と
連携して対応することが
可能となった。そのこと
により、虐待のハイリス
ク家庭を早期に把握出来
るようになり、支援体制
について検討し、早い段
階で体制整備する事が出
来るようになった。 

同一課内に福祉職と母

子保健担当保健師が配

置されていたため、必

要に応じて情報共有す

ることは出来ていた

が、日常業務の中で情

報共有のための時間を

確保することが困難で

あった。 

２つの機能を一体的に

運用することにより、

職種間連携をスムーズ

にし、個々のニーズに

応じた支援を整え、妊

娠期から切れ目のない

支援を行う。 

 

子育て世代包括支援セン
ターと子ども家庭支援拠
点の機能が一体となり、
心理職と福祉職、保健師
の三職種が常に情報共有
することが可能となり、
専門分野を活かしながら
相談に応じ、関係機関に
繋ぐ役割を担っている。
又、必要時スムーズに関
係機関と繋がるよう事前
調整を行ってきた。 
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第 3：紹介自治体の詳細（桜井市、葛城市、三宅町） 

桜井市 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 奈良県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②面積：98.91平方キロメートル 

③人口：56,956人（令和元年 8月現在） 

④児童数：8,261人（令和元年 8月現在）  ＊18歳未満人口 

⑤類型（小規模等）：小規模Ａ型 

 

  

桜井市 
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２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 
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３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：平成 30年 6月】 

（1） 特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分） 

    平成 28年度：524件（虐待対応件数：506件） 

    平成 29年度：531件（待対応件数：507件） 

    平成 30年度：499件（虐待対応件数：465件） 

 

  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関

係機関との連携）遂行上の特徴 

①実状の把握 

・住民基本台帳や税情報、保育所・幼稚園等の所属先や入所退所年月、予防接種情報や 

乳幼児健診の受診状況や結果等の情報をシステムで把握 

・対象児童が在籍する保育所、小学校、中学校等と連携した情報収集 

・母子保健担当や子育て支援担当との連携による情報収集 

・国保や生保、障害、保育や各種手当て担当係や教育委員会との情報収集 

・必要に応じて民生委員への聞き取りの実施 

・乳幼児健診未把握者や就学児健診未把握時の拠点への連絡とそれに基づき調査の実施 

・出入国管理局への調査依頼 

・事務担当者と支援員が把握内容によって手分けして実情の把握を行う 

 

②相談対応 

・常に子どもの権利保障という目的意識をもった対応を心がける  

・組織的対応となるように、毎日朝の会を開催し、ケースについての共有と支援方針の検討

を実施（課の方針としての支援） 

・主担当と副担当を決め、複数での相談支援を実施 

・対象者就労時間等を考慮し、時間外や必要に応じて休日対応を実施 

・母子保健の保健師と一緒に支援（特に妊婦や DVケースや育てにくさのあるケース等） 

・相談対応で必要があれば、生活保護や国保、児童家庭支援センターや障害担当や事業所、

医療機関と連携、時には同行支援を実施 

・相談員の専門性の向上のために、研修会の積極的参加やスーパーバイズの機会を１回/月設

定 
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③総合調整 

・個別ケース検討会議の開催 

・担当課や担当係によって途切れがちな情報をつなぐための会議を開催し、その会議の拠点

職員が参加することで、拠点が持っているネットワークや視点などを未然防止や支援にいか

すためのとりくみ 

→妊娠届出された全ケースのリスクアセスメントを行い、特定妊婦やハイリスク妊婦の決定

及び当面の支援方針の決定を行う「妊婦検討会」を１～２回/月開催（母子保健保健師と拠点

職員が参加） 

→「乳児全戸訪問事業会議」に拠点職員が参加（訪問結果から今後の支援の検討を行う会

議） 

→「母子保健の継続支援ケースの事例検討会」に児童虐待の早期発見、未然防止目的に拠点

職員も参加 

・全ケースの進行管理会議の実施（原則重症度で期間を決めている） 

 

④調査、支援及び指導等 

・要対協代表者会議における研修 

・受理会議にて、リスクアセスメント表を活用して見立てた上で、緊急度重症度を判定。ま

た、受理会議には、教育委員会指導主事や児童福祉課指導主事、母子保健（けんこう増進

課）保健師も参加。どこの機関がいつまでに何をするのかを、短期の支援方針を決める 

・日々の支援内容は、朝の会にて課内で共有し検討し、記録は課長と係長が確認 

・記録はシステム入力とともに個別ファイルに印刷して紙面でも管理し、終結しても保管 

・終結は、所属等に確認した上で進行管理会議において検討 

 

⑤他関係機関との連携 

・地域社会資源を活用した支援につなげる 

・特定妊婦は、全ケース産科医療機関と書面で連携依頼すると共に、精神疾患合併妊婦は必

要に応じて精神科医療機関とも連携実施。要保護児童・要支援児童も必要に応じて医療機関

と連携実施 

・消防救急課と、墜落出産の危険性の事例や救急搬送が予測される事例等は拠点から連携。

また救急課からも、こどものいる家庭で気になる案件については連絡あり 

・警察とは、ＤＶ事例や通報事例や緊急性がある事例など、日常的に連携を実施（要対協の

名簿を 50音順にしたものを提供） 

・民生委員に見守り依頼 

・庁内では、上記以外に高齢福祉課等、庁外では「学童くらぶ」や放課後等デイサービス事

業所、訪問看護やヘルパーサービス事業所等家庭に関わる機関との連携 
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（2）開設前の取組と現状の取組について 

① 子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

・同一建物で同じフロアで職員同士日常的

に顔が見える関係である 

・日常的なケースを通しての連携は密に行

っている（同行訪問や、ケース支援方針の

検討等） 

・妊婦検討会や事例検討会、乳児全戸訪問

事業の会議等会議を設定して、連携できる

体制の継続実施 

 

 

⇒ 

日常的なケースを通しての連携は密に行ってい

る（同行訪問や、ケース支援方針の検討等） 

・妊婦検討会や事例検討会、乳児全戸訪問事業

の会議等会議を設定して、連携できる体制の継

続実施 

 

 

② 児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

・中度以上事例の進行管理会議（実務者会

議）に児童相談所職員が出席 

・必要に応じて個別ケース検討会議に児童

相談所職員が出席 

・電話での情報共有や検討が困難な場合

は、できるだけ出向くなどして、対面で双

方複数での検討を実施している 

 

 

⇒ 

・中度以上事例の進行管理会議（実務者会議）

に 1回/月 児童相談所職員が出席 

・必要に応じて個別ケース検討会議に児童相談

所職員が出席 

・電話での情報共有や検討が困難な場合は、で

きるだけ出向くなどして、対面で双方複数での

検討を実施している 

 

③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

・受理会議に教育部局や児童福祉部局・母

子保健部局が参加するなどの連携 

・関係機関による積極的な情報交換及び連

携 

・要対協以外の機関にも、必要があれば積

極的に情報収集を実施し、ケースの見立て

を共有したうえで支援をしてもらうために

連携を実施 

 

 

⇒ 

・受理会議に教育部局や児童福祉部局・母子保

健部局が参加するなどの連携 

・関係機関による積極的な情報交換及び連携 

・要対協以外の機関にも、必要があれば積極的

に情報収集を実施し、ケースの見立てを共有し

たうえで支援をしてもらうために連携を実施 
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④ 人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

 

子ども家庭支援員：5名（内非常勤 0名） 

心理担当支援員：0名（内非常勤 0名） 

虐待対応専門員：1名（内非常勤 0名） 

その他事務職員等：2名（内非常勤 0名） 

 

 

⇒ 

 

子ども家庭支援員：4名（内非常勤 0名） 

心理担当支援員：0名（内非常勤 0名） 

虐待対応専門員：1名（内非常勤 0名） 

その他事務職員等：3名（内非常勤 0名） 

 

 

 

（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

①相談室               ②親子交流室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③事務室等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．拠点設置の効果及びメリット 

補助金を活用し、予算を有効活用 
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葛城市 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②面積：   33.72 ｋ㎡ 

③人口：     37,391  人  （ 令和元年１０月現在 ） 

④児童数：   6,791  人  （ 令和元年１０月現在 ） 

⑤類型（小規模等）：小規模Ａ型 
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２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

 

３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：平成３１年 ４月】 

（2） 特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分）(※児童虐待の件数も明記) 

        

年度 養護相談件数 要対協管理数 

平成 28 年度 100 73 

平成 29 年度 67 62 

平成 30 年度 88 71 

 

  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関

係機関との連携）遂行上の特徴 

子ども家庭総合支援拠点を、要保護児童対策地域協議会及び子ども若者支援地域協議会の

担当課に設置し、拠点としての 4業務の遂行をしやすくしている。 
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（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

・母子保健担当者で定期的に母子会議を開

催していた。 

 

 

 

⇒ 

母子保健担当者で定期的に開催する母子会議に

子ども家庭総合支援拠点の担当者も出席し、情

報の共有を行なっている。 

 

 

② 児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

・要保護児童対策地域協議会が連携を担っ

ていた。 

 

 

 

 

 

⇒ 

・子ども家庭総合支援拠点の職員が児童相談所

の実施する専門職員研修を受講し、要保護児童

対策地域協議会の業務と一体運用できるように

している。 

 

③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

・平成 31年度開設 

 

 

 

 

 

⇒ 

・要保護児童対策地域協議会に子ども家庭総合

支援拠点の担当者も参加し、情報の共有と連続

した支援を実施している。 

 

④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

・平成 31年度開設 

 

 

 

⇒ 

子ども家庭支援員：６名（内非常勤２名） 

心理担当支援員：７名（内非常勤６名） 

虐待対応専門員：３名（内非常勤１名） 

その他事務職員等：１名（内非常勤０名） 
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（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

相談室                     プレイルーム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検査室                     研修・会議室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．拠点設置の効果及びメリット 

今年度、こども未来創造部こども・若者サポートセンター（以下センター）に、子ども家庭総合支

援拠点を設置した。センターは-1歳から 40歳までの困難を有する子ども・若者とその家族を、福祉

と教育の壁を越えて支援するための部署として、臨床心理士・保健師・保育士・教員・社会福祉士等

の専門職を配置し活動している。 

センターは、子ども・若者支援地域協議会と、要保護児童対策地域協議会を担当すると共に、乳児

家庭全戸訪問事業等も担当している。センターが子ども家庭総合支援拠点を担当することで、多職種

の連携による支援に子ども家庭支援員や虐待対応職員が加わり、センター内で情報を共有しながら妊

娠期から子どもの社会的自立に至るまでの包括的･継続的な支援に努めることができつつある。 
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三宅町 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 面積：4.06ｋｍ 

③人口：  6,971人  （2018年 10月現在） 

④ 児童数： 920人   （2018年 10月現在） 

⑤ 類型（小規模等）：小規模Ａ 
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２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

  

子ども家庭総合相談窓口（支援拠点） 
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３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：2018年 11月】 

（1） 特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分） 

 

指   標 算式 単位   H28実績 H29実績 H30実績 H31実績 

１ 家庭児童相談件数 件数/年 件数 実績 3 4 8 2 

２ 児童虐待件数 件数/年 件数 実績 14 10 7 3 

 

  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関

係機関との連携）遂行上の特徴 

妊娠届時や新生児訪問、乳幼児健診などで気になるケースなどの情報を共有することができ

ている。心理職と福祉職、保健師とで連携し、相談を受け付け、それぞれの専門分野で対応

できている。必要に応じて関連機関などにつなぐなど調整を行っている。 

 

 

（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

同一課内にあり、必要に応じて連携をとる

ことができていた。 

 

 

 

⇒ 

子育て世代包括支援センターと子ども家庭支援

拠点の機能が、一体となっている。そのため、

日頃より情報共有がスムーズに行えている。 

 

②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9 参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

児童相談所との連携が必要な場合は、相談

やケース会議の参加依頼など対応すること

ができている。 

 

 

 

⇒ 

児童相談所との連携が必要だと判断する上で、

課内でアセスメントを実施したり、他職種で協

議することができるようになった。 
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③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

要保護児童対策地域協議会の調整機関を担

っているため、要対協の構成機関と連携で

きている。ケース会議などを通じて、役割

分担や支援の方針や方法を確認している。 

 

 

 

⇒ 

要保護児童対策地域協議会の調整機関を担って

いるため、要対協の構成機関と連携できてい

る。ケース会議などを通じて、役割分担や支援

の方針や方法を確認している。 

 

 

④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

 

子ども家庭支援員：１名（内非常勤１名） 

心理担当支援員： 名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員： 名（内非常勤 名） 

その他事務職員等： 名（内非常勤 名） 

 

 

 

⇒ 

 

子ども家庭支援員：２名（内非常勤１名） 

心理担当支援員： 名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員： 名（内非常勤 名） 

その他事務職員等： 名（内非常勤 名） 

 

 

 

（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

【事務室】                【相談室】 

 

【親子交流スペース】 
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４．拠点設置の効果及びメリット 

子ども家庭支援拠点の心理職と福祉職、子育て世代包括支援センターの保健師が、それぞれの視点か

らアセスメントを行い、ケースの把握や支援方法の決定、役割分担ができるようになった。 
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鳥取県 

第１：市町村に対する支援拠点設置に向けての説明会・研修等の実施経過及び内容 

１．経過（平成 29 年度～令和 2 年 3 月まで） 

〇平成２９年度は、市町村要対協調整担当者研修等を通じて、支援拠点の概要等を説明するのみに

留まっていたが、平成３０年度に、支援拠点設置促進に関する市町村向けの研修会を開催した上

で、以後、随時、市町村から個別の相談に応じる形態で、支援拠点の設置促進に取組んでいる。 

〇現在は、令和元年７月に中央児童相談所に配置した市町村支援児童福祉司と本庁の支援拠点担当

者が中心となり、市町村を訪問しながら、要対協の活性化等を含め、支援拠点設置に向けた市町

村支援を実施している。 

〇また、令和元年度には、県幹部（担当局長）が市町村を訪問し、市町村に対し、支援拠点の設置

促進をお願いした。 

２．県の取組（有効であったと考えているところ） 

〇市町村により、組織体制等が異なるため、個別に相談に応じる形態で、市町村と一緒になり、支

援拠点のあり方等を議論していくことが有効と考えている。 

 

３．県内における支援拠点設置（機能設置）自治体一覧 

平成 29 年 4 月現在【１自治体：鳥取市】 

平成 30 年 4 月現在【３自治体：鳥取市、米子市、琴浦町】 

平成 31 年 4 月現在【１１自治体：鳥取市、米子市、倉吉市、境港市、若桜町、智頭町、三朝町、琴

浦町、北栄町、大山町、日野町】 

 

４．県としてのコメント 

〇本県においては、例えば、子育て世代包括支援センターについては、既に全市町村が設置済など、

支援拠点設置に向けた基盤が整っていることもあり、支援拠点設置に関する市町村の理解は得ら

れやすいと考えている。 

〇課題としては、支援拠点設置後の円滑な運営や人材育成等があり、引き続き、市町村の実情に応

じた市町村支援が必要と考えている。 

 

 

244



第２：県内で支援拠点を設置した自治体の紹介 

 

１．倉吉市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【過去】 

開設前の主な課題（制度・

業務・職員体制・設備等） 

【現在】 

現在までに主に取り組ん

できたこと（解決してきた

こと） 

【未来】 

今後の主な展望（具体的に

やっていくこと・課題解決

後の具体的地域の姿など） 

2020年4月からは同一

課内に母子保健担当と

支援拠点を配置し一体

的な支援を行うことと

している。 

2020年1月から母子保

健担当が支援拠点と同

一フロアに配置とな

り、情報共有がしやす

くなった。 

子育て世代包括支援セ

ンターとの連携におい

て、部署が同一施設に

ないため連絡に少々時

間がかかる場合があっ

た。 
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２．鳥取市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

児相とのケースの共有

において、児相の全ケ

ースと市の要対協ケー

スで特に必要と思われ

るものだけを共有して

いたため、市のケース

の全体像の把握が求め

られていた。 

通告等があった場合の

迅速な対応や、関係機

関等の明確化が図られ

た。今後もより丁寧な

情報共有を行い、虐待

防止の支援につなげて

いく。 

 

児相とのケースの共有

において、児相の全ケ

ースと市の要対協全ケ

ースの共有を行ったこ

とにより、市のケース

の全体像が把握され、

タイムリーな情報共有

が可能となった。 

【過去】 

開設前の主な課題（制度・

業務・職員体制・設備等） 

【現在】 

現在までに主に取り組ん

できたこと（解決してきた

こと） 

【未来】 

今後の主な展望（具体的に

やっていくこと・課題解決

後の具体的地域の姿など） 

教育現場や保育現場に

おいて、「要対協」の

意義が十分認知されて

おらず、個別支援会議

での意識のズレや通告

が遅れるなどの課題が

あった。 

 

今後も、あらゆる機会

を捉えて、教育現場や

保育現場への説明を行

い、「要対協」への認

知を深め、児童虐待防

止への迅速な対応がで

きるよう努めていく。 

公私立園長会と市立小

中学校校長会で「要対

協」の説明を行うとと

もに、小・中学校へ出

向き、各学校のケース

について共有を行い、

教育現場や保育現場と

の連携を強化した 

児童虐待と DV の特性

や、これらが相互に重

複して発生している現

状を踏まえ、家庭・女

性相談員と、児童虐待

防止の取組との連携が

求められていた。 

 

こども家庭相談センタ

ーに家庭・女性相談員

を配置したことによ

り、相互に連携した取

組が行えるようになっ

た。今後も相互に連携

し、児童虐待や DV 防

止に取り組んでいく。 

平成 30 年 5 月に、こ

ども家庭相談センター

（子ども家庭総合支援

拠点）に、家庭・女性

相談員 2 名を配置し、

児童虐待防止の取組と

の連携を強化した。 
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第３：紹介自治体の詳細（倉吉市、鳥取市） 

倉吉市 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

 

 

 

 

 

 

②面積：272.06平方キロメートル 

③人口：46,668人（2020 年 1月末現在） 

④児童数：7,506人（2020 年 1月末現在） 

⑤類型（小規模等）：小規模 A 

 

２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

 

市長－副市長－健康福祉部（福祉事務所）－子ども家庭課（拠点機能） 

－子育て支援係 

                          －家庭支援係 （拠点機能の中心） 

                          －子育て総合支援センター 

                          －保育園 

                          －児童館・児童センター 

機構図 

３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：2019年 4月】 

（1） 特徴 

  ア 児童虐待に係る相談件数等の推移（3年分） 

   

  平成 28 年度 62件 

平成 29 年度 47件 

平成 30 年度 56件 

鳥取県倉吉市 
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  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 5業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関

係機関との連携）遂行上の特徴 

家庭支援係を中心として同部局内の関係部署（母子保健、保育園、生活困窮）と連携を密にし

ている。また、教育委員会とも頻繁な情報共有を行い対応している。 

要保護児童対策地域協議会の連絡調整においては、地域資源となる民生委員からの協力も得て

調整を図っている。 

 

（2）開設時の課題と現状と今後の展望について 

①子育て世代包括支援センターとの連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

開設時の課題と取組 ⇒ 2019年現在の課題と取組（今後の展望を含む） 

必要な母子保健情報などの情報共有を図っ

た。部署が同一施設にないため連絡に少々時

間がかかる場合があった。 

 

 

⇒ 

2020年1月から母子保健担当が支援拠点と同一フ

ロアに配置となり、情報共有がしやすくなる。さ

らに 4月からは同一課内に母子保健担当と支援拠

点を配置し一体的な支援を行うこととしている。 

 

②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9 参照〕 

開設時の課題と取組 ⇒ 2019年現在の課題と取組（今後の展望を含む） 

実務者会議や定期的な意見交換会を行って

いる 

⇒ 

 

左同 

 

③要保護児童対策地域協議会との連携  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の課題と取組 ⇒ 2019年現在の課題と取組（今後の展望を含む） 

支援拠点の中枢となる家庭支援係において

要保護児童対策協議会事務局を担い、調整機

関として機能している。 

 

 

⇒ 

左同 

 

④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の課題と取組 ⇒ 2019年現在の課題と取組（今後の展望を含む） 

 

子ども家庭支援員：2名（内非常勤 0名） 

心理担当支援員： 0名（内非常勤 0名） 

虐待対応専門員： 0名（内非常勤 0名） 

その他事務職員等：8名（内非常勤 3名） 

 

 

⇒ 

 

子ども家庭支援員：2名（内非常勤 0名） 

心理担当支援員： 0名（内非常勤 0名） 

虐待対応専門員： 0名（内非常勤 0名） 

その他事務職員等：8名（内非常勤 3名） 
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（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

   

交流スペース          相談室            事務室 

 

（4）拠点設置の効果及びメリット 

拠点設置をきっかけとして、要保護児童等の対応がしやすい環境となった。 

子育て世代包括支援センターとの連携をすることで、子育ての総合窓口として機能するようになっ

た。 

 

鳥取市 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

 

②面積：765.31平方キロメートル 

③人口：187,226人（令和元年 9月 1日現在） 

④児童数：29,879人（令和元年 8月 31日現在） 

⑤類型（小規模等）：中規模 
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２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

 

 

３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：平成３０年５月】 

（1） 特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分） 

  

相談件数 

内 虐待と 

して対応 

     虐待として対応した件数の内訳 

身体的 心理的  性的 ネグレクト 

平成２８年度  ２４９   ０   ０   ０   ０   ０ 

平成２９年度 ２４９   ８   ０   ２   ０   ６ 

平成３０年度  ３４３ ２１ １０   ２   ０   ９ 

    ＊平成３０年度は、関係機関や近所からの通告件数が増加している。 

    ＊全国で相次ぐ児童虐待事案の影響もあり、相談件数の増加につながったものと思われる。 

 

  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関

係機関との連携）遂行上の特徴 

①実状の把握 

（1）子育て世代包括支援センターとの連携 

・特定妊婦を含めたフォロー妊婦の把握と支援を妊娠早期から行っている。支援が必要な妊婦

は、妊娠期から訪問や電話で支援し、新生児訪問指導とこんにちは赤ちゃん訪問を保健センタ

ーと子ども家庭総合支援拠点の職員が２人で家庭訪問を行っている。 

・新生児訪問指導を辞退又は拒否する家庭には、乳児一般健康診査受診票（３～４か月）を持

参するという名目で必ず児童の確認をするようにしている。 
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・鳥取市は、６か月児健康診査・１歳６か月児健康診査・３歳児健康診査は集団健診を行って

おり、子ども家庭総合支援拠点の支援員が健診のスタッフとなり参加し、不適切な養育や虐待

項目に○がついている子どもには地区担当保健師と共同で相談支援を行っている。 

・乳幼児集団健診の未受診者で地区担当保健師が状況把握できないときは、要対協と共同で児

童の状況確認を行っている。 

・妊婦と３歳児までの転入者は、子育て世代包括支援センターに手続きに来るようになってお

り、週に１回、子育て世代包括支援センターと子ども家庭総合支援拠点の２者で会議を行い、 

フォローが必要な妊婦と養育が心配な保護者の情報を共有し、支援方針を立てている。事前に

他市町村の要対協から情報提供がある場合もあるが、ない場合は、元の自治体に確認を取り情

報提供を受け支援を行っている。 

（2）鳥取県東部の産科医療機関・助産所との連携 

・県東部の産科医療機関（７箇所）と助産所（２箇所）から、タイムリーな情報が入る仕組み

が定着しており、連携が取りやすくなっている。 

（3）児童養護施設、乳児院、自立援助ホーム、里親等、児童家庭支援センターとの連携 

・子育て短期支援事業（ショートステイ）を利用している児童で必要に応じ観察記録の報告が

ある。また、児童家庭支援センター職員が実務者会議に参加しスーパーバイズが可能となって

いる。 

 

②相談対応 

子どもやその家庭及び妊産婦等や関係機関等から、妊娠期に関する相談、一般子育てに関する

相談、養育困難な状況や子ども虐待等に関する相談全般に応じる体制を構築しており、相談内容

について情報共有を行いながら関係機関とも連携し、必要な支援・対応につなげている。 

（1）家庭・婦人相談事業 

・面接、電話、訪問等による各種家庭・女性相談を実施する。 

（2）こども家庭相談事業 

・子ども虐待の未然防止・早期発見、早期対応のため、家庭、関係機関などからの通告・相談

を受理する。 

・子育ての不安や悩みの相談を受け付ける「子育て相談ダイヤル」を開設する。 

（3）養育支援訪問事業 

・NPO法人子どもの虐待防止ネットワーク鳥取に委託し、継続的な支援が必要な家庭に対する

養育相談・支援を実施する 

・支援が必要な家庭の養育者及び児童等を対象に、カウンセリングによる心理相談を実施する。 

（4）妊娠・出産包括支援事業 

・妊娠に悩む方に必要な情報を提供するとともに、他の相談窓口や適切なサービスを紹介。 

 

③総合調整 

個々のニーズ、家庭の状況等に応じて課題解決が図れるよう、関係部署・関係機関と緊密に連

携し、情報共有及び支援内容やサービスの調整を行い、地域における様々な社会資源を活用して
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包括的な支援につなげている。 

 

④調査、支援及び指導等 

家庭の生活状況などの情報に関する事実把握を行った上で、支援が必要な子どもとその家庭及

び妊産婦に対して、子どもの状況、保護者の状況、家庭環境、地域との関係等に関する情報や現

在の状況に至った経緯の把握等を行い、必要な支援・指導等につなげている。 

（1）子育て短期支援事業 

・仕事、疾病、家庭の事情等で子育てができない保護者の負担軽減を図るため、ショートステ

イ、平日日帰りステイ、トワイライトステイを行い、児童の健全育成の環境を確保する。 

（2）養育支援訪問事業（再掲） 

・NPO法人子どもの虐待防止ネットワーク鳥取に委託し、継続的な支援が必要な家庭に対する

養育相談・支援を実施する。 

・支援が必要な家庭の養育者及び児童等を対象に、カウンセリングによる心理相談を実施する。 

（3）妊娠・出産包括支援事業 

・産後ケア事業として、家族等から十分な援助が得られず、かつ、体調不良や育児不安等があ

る母子を対象に、ショートステイ、乳児一時預かり、デイサービスを行い、保健指導や育児相

談等のケアを提供する。 

 

⑤他関係機関との連携 

要保護児童対策地域協議会の実務者会議、個別支援会議等を通じて、関係部署・関係機関とと

もに、支援が必要な子どもとその家庭及び妊産婦等に関する情報共有や支援内容の協議等を行っ

ている。個別支援会議を２８年度１７２回、２９年度１５３回、３０年度２０１回開催し、タイ

ムリーな関係機関との情報共有、アセスメント、支援検討を行い日頃から顔の見える関係作りが

可能となっている。 

 

（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

※子育て世代包括支援センター未設置自治体であれば母子部門（所属明記）との連携 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

平成 29年に子育て世代包括支援センター

を開設し、中央保健センターとこども家庭相

談センターが共同で包括支援連絡会を開催

することとなった。 

（1）目的 

①母子健康手帳交付時の面談・アンケート結

果等をもとにフォロー妊婦のピックアッ

プと支援方針の検討を行う。 

⇒ 左記の取り組みと同様。 
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②転入妊婦や転入乳幼児の面談・妊婦アンケ

ート結果等をもとにフォローが必要な妊

婦とリスクの高い児童の把握を行い支援

の検討を行う。 

（2）メンバー 

包括支援センター助産師 1名 拠点の保健

師 2名の計 3名 

（3）内容 

概ね妊婦３０人から５０人を確認しフォ

ロー妊婦の支援方針の検討を行う。 

 

②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9 参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

・要対協の実務者会議を（5月～翌年 3月ま

での）隔月基本第 4水曜日 年 6回実施して

おり、児童相談所が関わっている養護と非行

の全ケースと市の要対協で特に共有が必要

と思われるものを共有し支援方針を確認し

ている。 

 

⇒ ・要対協の実務者会議を（5月～翌年 3 月までの）

隔月基本第 4水曜日 年 6回実施しており、児童

相談所が関わっている養護と非行の全ケースと

市の要対協全ケースを共有し支援方針を確認し

ている。2か月分の新規受理ケースを毎回情報共

有し確認することでタイムリーに両機関が把握

できている。 

 

③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

・鳥取市のこども家庭相談センターは要保護

児童対策地域協議会調整機関を担っている。 

・要対協の関係機関職員の研修会を年３回実

施している。 

・公私立園長会と市立小中学校校長会で要対

協について説明している。 

・11月虐待防止月間オレンジリボンキャンペ

ーンでは多くの市民が集まる場で要対協関

係機関職員が市民啓発を行っている。 

・鳥取県の社会的養護は先進的と感じてい

る。また、要対協の関係機関でもある子ども

家庭支援センターの職員は児童相談所所長

歴を有しており、実務者会議・個別支援会議

等でのスーパーバイズが可能となっている。 

 

 

⇒ 

・鳥取市のこども家庭相談センター（子ども家庭

総合支援拠点）は要保護児童対策地域協議会調整

機関を担っている。 

・平成 30年度より、家庭児童相談室の一部（家

庭・女性相談員を配置 3名）を担っており、要対

協との連携も強化されている。 

・要対協の関係機関職員の研修会を年３回実施し

ている。 

・公私立園長会と市立小中学校校長会で要体協に

ついて説明するとともに、小・中学校へ出向き、

各学校のケースについて共有を行うこととした。 

・11月虐待防止月間オレンジリボンキャンペーン

では多くの市民が集まる場で要対協関係機関 

職員が市民啓発を行っている。 
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 ・鳥取県の社会的養護は先進的と感じている。ま

た、要対協の関係機関でもある子ども家庭支援セ

ンターの職員は児童相談所所長歴を有しており、

実務者会議・個別支援会議等でのスーパーバイズ

が可能となっている。 

 

④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

 

子ども家庭支援員：3名（内非常勤 2名） 

心理担当支援員：1名（内非常勤 0名） 

虐待対応専門員：2名（内非常勤 1名） 

その他事務職員等：0名（内非常勤 0名） 

 

 

 

⇒ 

 

子ども家庭支援員：3名（内非常勤 2名） 

心理担当支援員：1名（内非常勤 0名） 

虐待対応専門員：2名（内非常勤 1名） 

その他事務職員等：0名（内非常勤 0名） 

 

 

 

（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

 

 

 

 

 

 

 
執務室内各事業受付コーナー 
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４．拠点設置の効果及びメリット 

 鳥取市では、子育て世代包括支援センターとの連携、相談業務・各種支援事業など、妊娠期から子

育て期まで切れ目のない支援を行うとともに、要保護児童対策地域協議会の実務者会議、個別支援会

議等を通じて、関係部署・関係機関との情報共有、支援策の検討などを行い、子ども虐待に至らない

よう取組を進めてきた。 

 この度、「子ども家庭総合支援拠点」を設置したことにより、関係機関との情報共有の強化、市町村

の行うべき役割や業務手順の再認識、関係部署、関係機関も含む職員等への意識づけなどが図られた

ものと考えている。今後も、取組の改善・強化を図り、迅速・丁寧な支援に努めることで子ども虐待

の防止を図っていく。 

 

 

 

こども家庭相談センター 

相談室兼会議室 
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島根県 

第１：市町村に対する支援拠点設置に向けての説明会・研修等の実施経過及び内容 

１．経過（平成 29 年度～令和 2 年 3 月まで） 

①H29 年度 

 ・市町村子ども家庭支援に関して、先進地より講師を招き市町村職員対象に研修会実施。 

 ・県内の児童相談所管内（４）＋離島（１）＝（５圏域）にて、H28 年度児福法改正内容及び、 

子ども家庭総合支援拠点等に関する説明会を実施。 

②H30 年度 

 ・上半期：市町村訪問等実施。実情把握及び意見交換。 

（全 19 市町村中、15 市町訪問。4 町村電話等での状況聴取） 

 ・下半期：市町村訪問等で把握した事を元に、下記内容の市町村職員研修実施。  

（ア）ファミリーホームを活用した子育て短期支援事業実施自治体より、計画段階から 

実施に至る状況を発表 ＋ 市町村同士の意見交換 

     （イ）市町村子ども家庭支援におけるスーパーバイザー制度を活用している自治体から 

        実施状況を発表 ＋ 市町村同士の意見交換 

     （ウ）里親より、活動状況について紹介 ＋ 市町村と里親の意見交換 

 ・希望のあった自治体へ、スーパーバイザー候補者を紹介。 

③R 元年度 

 ・「市町村子ども家庭総合支援拠点の役割と児童相談所との連携」について、西南学院大学  

安部計彦教授を招いて市町村職員等を対象とした研修（講義＋グループ討議）実施。 

２．県の取組（有効であったと考えているところ） 

①「市町村実施例の紹介＋意見交換」方法に関して、市町村からの実施ニーズが大きく、有効。 

② 先進地の具体例を知ることができて有効であったとの意見が多かった（研修アンケート） 

３．県内における支援拠点設置（機能設置）自治体一覧 

平成 29 年 4 月現在【（１）自治体：邑南町】 

平成 30 年 4 月現在【（３）自治体：邑南町、松江市、益田市】 

平成 31 年 4 月現在【（４）自治体：邑南町、松江市、益田市、出雲市】 
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４．県としてのコメント 

・島根県内では、早期から全市町村に要保護児童対策地域協議会が設置されており、調整機能のみ 

ならず、ソーシャルワーク機能も担ってきている。 

・令和 2 年度中に全市町村へ子育て世代包括支援センターが設置される。 

・子ども家庭総合支援拠点未設置の市町村においては、要保護児童対策地域協議会及び子育て世代 

包括支援センターの機能と、今後更にどのような支援機能が求められるか、どのように有機 

的連携を図るか等を整理しつつ、拠点設置に向け、具体的な検討を行っている段階。 

・県では今年度、健康福祉部内の複数課合同の市町村訪問を実施し、子育て支援について意見交換 

等を行った。 
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第２：県内で支援拠点を設置した自治体の紹介 

１．松江市 

 

 

【過去】 

開設前の主な課題（制

度・業務・職員体制・設

備等） 

【現在】 

現在までに主に取り組ん

できたこと（解決してき

たこと） 

【未来】 

今後の主な展望（具体的に

やっていくこと・課題解決

後の具体的地域の姿など） 

相談件数・管理件数も

年々多くなる中、職員

数は変わらず、迅速な

対応が困難であった。

財源も一般財源のみで

あり、少額の消耗品費

等での運営をせざるを

得なかった。 

今後も、国からの財源

を継続活用し、より迅

速で丁寧な支援が実施

できるような体制で業

務を行う。 

支援拠点設置により、

国からの交付税措置、

補助金の活用により財

源が確保され、職員の

増員や備品購入、研修

費用等を確保すること

ができ、負担軽減につ

ながっている。  

子育て世代包括支援セ

ンターと組織系統の面

でも、物理的な面でも

一体的に運営する体制

ではなかった。 

 

将来的には、子育て世

代包括支援センターと

一体的に運営する体制

となるよう協議を重ね

ていく。 

ケースに応じて、こま

めに子育て世代包括支

援センターと連絡を取

り合い、家庭訪問や面

談等を共同で実施して

いる。保健師は母子保

健担当と人的交流をす

ることで、連携がスム

ーズにできている。 

心理職の職員配置はし

ておらず、限られた職

種によるケース対応で

あった。担当者の物理

的・精神的負担もあっ

た。 

人事ローテーション等を

考慮し、心理職が複数採

用されるよう人事担当と

検討をしていく。心理職

の人材育成に関しては、

心理職のいる児童相談所

との共同研修など方法を

検討していく 

心理担当支援員が配置

されたことで、ケース

の見立ての幅と深みが

できつつある。 
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２．出雲市 

 

 

  

相談受理後、支援方針

決定や支援終了等のプ

ロセスが明確化されて

いない 

システムの随時の見直

し、システムの関係部

署との共有化の促進 

毎週の定例会議におい

てメンバーで相談・対

応状況の共有や支援方

針、支援計画等協議

し、組織で対応できる

ようシステム化した。 

【過去】 

開設前の主な課題（制

度・業務・職員体制・設

備等） 

【現在】 

現在までに主に取り組ん

できたこと（解決してき

たこと） 

【未来】 

今後の主な展望（具体的に

やっていくこと・課題解決

後の具体的地域の姿など） 

人員の不足 

 

人員のスキルを活かせ

る体制づくり 
拠点開設を目指すこと

が予算的根拠となり、

人員の確保ができた。 

子どもの発達の問題

（育てにくさ）からの

アプローチ 

予防的事業の実施等、

支援の充実のための、

ニーズの吸い上げと施

策化 

子ども家庭総合支援拠

点に幼児発達支援業務

も含め、発達支援も含

めた総合的な支援がで

きるようにした。 
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３．益田市 

 

 

  

【過去】 

開設前の主な課題（制

度・業務・職員体制・設

備等） 

【現在】 

現在までに主に取り組ん

できたこと（解決してき

たこと） 

【未来】 

今後の主な展望（具体的に

やっていくこと・課題解決

後の具体的地域の姿など） 

正規職員の専任配置が

出来ていなかった。 

様々な相談、支援を実

施をするため、職員の

研修受講等により、ス

キルアップを図る。 

 

専門職正規職員の専任

配置が出来、相談支援

体制の充実が図れた。 

 

児童虐待対応をはじ

め、様々な相談には対

応していたが、役割が

不明確な部分があっ

た。 

 

要対協事務局、支援拠

点として、関係機関等

をつなぎ、地域のネッ

トワークを強化する。 

 

支援拠点として位置づ

けることにより、内に

も外にも役割や業務が

明確になった。 
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４．邑南町 

保健と福祉の連携 

・要保護・要支援の報

告から連携することが

多く、そのため予防的

視点での情報共有が出

来にくかった。 

・関係機関のみなら

ず、地域からの情報の

把握や共有ができやす

い体制づくり 

・福祉サイドも予防的

視点を持つことがで

き、早期の情報共有が

可能となった。 

【過去】 

開設前の主な課題（制

度・業務・職員体制・設

備等） 

【現在】 

現在までに主に取り組ん

できたこと（解決してき

たこと） 

【未来】 

今後の主な展望（具体的に

やっていくこと・課題解決

後の具体的地域の姿など） 

環境整備 

・役場庁舎には妊産婦

や乳幼児連れの保護者

が落ち着いて相談でき

る場所がなかった。 

・子育てバリアフリー

環境の町内への広がり 

・本庁ロビーにキッズ

スペースを設置するこ

とで乳幼児連れでも相

談しやすい環境となっ

た。また支援拠点への

相談だけでなく、他課

の手続き等でも利用さ

れている。 

相談窓口の一本化と職

員体制 

・子育てに関する窓口

が保健と福祉にあった

こと、また分庁方式を

とっているため住民か

ら相談窓口がわかりに

くかった。 

・子育て世代だけでな

く、地域全体で子ども

を見守り、子育て支援

に関する意識を高めて

いく。 

・子育て世代包括支援

センターと同一窓口に

なり、住民からの相談

窓口がわかりやすく、

また、ワンストップで

対応が可能となった。 

・「子育て支援ハンド

ブック」を作成し、周

知している。 
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第３：紹介自治体の詳細（松江市、邑南町） 

松江市 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

 

 

②面積：５７２．９９ ㎢ 

③人口：２０２，５１１人（Ｈ３１．４月末現在） 

④児童数：３５，０１０人（Ｈ３１．４月末現在） 

⑤類型（小規模等）：中規模型 

 

 

２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

組織図は、次ページ参照 
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３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：平成３０年４月】 

（1） 特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分） 

    

新規要保護児童等の相談種別件数  

相 談 種 別 
H30 年度 H29 年度 H28 年度 

件数 

養護相談 
a 虐待 58 55 79 

b その他の養護相談 10 11 17 

保健相談 c 保健相談 1 1 8 

障害相談 

ｄ 肢体不自由相談 0 0 0 

ｅ 視聴覚相談 0 0 0 

ｆ 言語発達障害等相談 0 0 4 

ｇ 重症心身障害相談 0 0 0 

ｈ 知的障害相談 0 0 2 

ｉ 発達障害等相談 0 1 1 

非行相談 
ｊ ぐ犯行為等相談 0 2 2 

ｋ 触法行為等相談 0 0 1 

育成相談 

ｌ 性格行動相談 3 2 4 

ｍ 不登校相談 0 1 3 

ｎ 適正相談 0 0 0 

ｏ 育児・しつけ相談 27 14 28 

その他 ｐ その他の相談 24 26 21 

合 計 123 113 170 

 

  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関

係機関との連携）遂行上の特徴 

・家庭相談課において、「子ども家庭総合支援拠点」「要保護児童対策協議会」を兼ね備える

部署として、児童虐待対応、要保護児童対応、相談対応を行っている。 

264



・これまでは調整機関としてのウエイトが大きかったが、平成 28年児童福祉法改正により、

在宅支援は市町村が中心に担うこととなったこともあり、相談や面接、保護者指導など、

直接的な関わりが多くなっている。 

・要保護児童対策協議会を活用し、調査や情報共有、役割分担を行い、児童と保護者への虐

待対応と支援を行っている。 

・関係機関との連携については、要保護児童対策協議会での代表者会議、実務者会議、個別

事例検討会議、庁内連絡会議等の各種会議や、日々の業務のなかで連携を図っている。 

 

（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

・検診未受診者の調査協力。 

・虐待や不適切な養育を発見した場合は、家庭

相談課が連絡を受け付け、調査により児童の

安全を確保するとともに「要保護児童」とし

て登録し、関係機関と連携して一体的に支援

を行う。 

・母子保健部署から、出産後の養育について、

出産前から保健福祉医療で連携して支援が特

に必要と認められる妊婦について連絡を受け

た場合は、「特定妊婦」として登録し、連携

して支援を行っている。 

・年度初めには、家庭相談課地区担当と地区担

当保健師で要保護児童の確認を行っている。 

・要保護児童対策協議会を活用した連携（庁内

連絡会議、実務者会議、個別事例検討会議、

要保護児童対策連絡会）を行っている。 

・保健師連絡会に出向いて、家庭相談課の業務

と関係機関との連携など、協議・確認を行っ

た年度もある。 

・子育て支援センター・健康推進課の地区担当

保健師とは常時情報共有を行うとともに、同

伴訪問による個別ケース対応も行っている。 

 

 

⇒ 

・開設前の取組を引き続き実施している。 

 

 

 

 

 

 

265



②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

・年度初めの打ち合わせ、要保護児童対策協議

会の各種会議（代表者会議・実務者会議・個

別事例検討会議等）の活用、実務者会議後の

児童相談所と市での振り返り、平素のケース

対応や協議、年度末には申し合わせ事項の確

認などを実施している。 

・虐待案件については、児童相談所と松江市で

申し合わせを行い、重症度により管理区分を

定めて役割分担を行っている。 

 

 

⇒ 

・開設前の取組を引き続き実施している。 

・平成２８年度の児童福祉法改正により、児

童相談所からの事案送致や指導委託も行わ

れることとなり、在宅支援は市町村が中心

となって担うことが明記されたが、相互理

解や連携の仕方、役割分担にはまだまだ課

題がある。 

 

③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

・代表者会議、実務者会議、個別事例検討会

議、庁内連絡会議などの各種会議において、

連携の強化を確認するとともに、子どもと家

庭支援の役割分担等を行っている。 

・保育所長会、小中学校校長会等での説明。 

・児童虐待防止セミナーの実施。（参加者：保

育所・幼稚園・小学校・中学校・高校・保健

師） 

・児童虐待防止月間の取り組み。（啓発ポスタ

ー・リーフレット配布、街頭活動、関係窓口

へのオレンジリボン配布・着用、庁舎正面玄

関にてパネル展示） 

・出前講座の実施。（幼稚園・公民館・民生委

員研修等） 

・啓発チラシ配布（幼稚園・保育所・小学校・

中学校・高校） 

 

 

⇒ 

・開設時の取組を引き続き実施している。 
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④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組 

子ども家庭支援員：４名（内非常勤２名） 

心理担当支援員：１名（内非常勤０名） 

虐待対応専門員：２名（内非常勤０名） 

その他事務職員等：１名（内非常勤０名） 

 

 

⇒ 

子ども家庭支援員：４名（内非常勤２名） 

心理担当支援員：１名（内非常勤０名） 

虐待対応専門員：３名（内非常勤０名） 

その他事務職員等：２名（内非常勤０名） 

 

（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

＜事務室＞                 ＜相談室 1＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜相談室 2＞ 

 

 

 

 

 

 

４．拠点設置の効果及びメリット 

 支援拠点としての機能を発揮するため、家庭相談課の体制強化を行った。国・県等の各種研修会へ

の参加や、課内での研修なども行いながら、職員の専門性を高めて業務にあたっている。 

設置前は要保護児童対策協議会の調整機関としてのウエイトが大きかったが、相談や面接、保護者

指導など、直接的な関わりを多く持つようになり、児童相談所や母子保健担当とは違う目線で、直接

的な支援や指導を行えるようになった。 
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邑南町 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置）

②面積：419.2㎢

③人口：10,629人 （令和元年 8月末現在）

④児童数：1,417人 （令和元年 8月末現在）

⑤類型（小規模等）： 小規模Ａ型
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２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

 

３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：平成 29年 4月】 

（2） 特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分） 

  ・相談件数の数字把握を行っていません。 
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  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関

係機関との連携）遂行上の特徴 

・邑南町では「子どもまるごと相談室」として「子ども家庭総合支援拠点」機能と「子育て

世代包括支援センター」機能を備えており、「要保護児童対策地域協議会」と連携をとってい

る。 

また、サテライトとして、各支所にも相談窓口を置いている。 

 

（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

  ※子育て世代包括支援センター未設置自治体であれば母子部門（所属明記）との連携 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

・要保護児童対策地域協議会の実務者会議

で連携をとっていた。 

 

 

 

 

 

⇒ 

・「子どもまるごと相談室」として「子ども家庭

総合支援拠点」機能と「子育て世代包括支援セ

ンター」機能を備えており、母子手帳発行時や

健診などで養育や家庭状況等について、要対協

管理ケースまでにあがらない支援のケースにつ

いても、早期に情報共有するようになった。 

 

②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9 参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

・要保護児童対策地域協議会の実務者会議

や個別ケース検討会議において、役割分担

や情報・支援方針の共有を図っている。ま

た、日頃から技術的助言も行ってもらって

いる。 

 

 

⇒ 

・開設時の取組みを継続している。 

 

③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

・代表者会議・実務者会議・必要に応じて

個別ケース検討会議を開催し、各関係機関

との情報・支援方針の共有や役割分担を行

っていた。 

⇒ ・開設時の取組みを継続している。 

・関係機関への研修会を開催した。 

 

 

270



④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

子ども家庭支援員：１名（内非常勤０名） 

心理担当支援員：０名（内非常勤０名） 

虐待対応専門員：０名（内非常勤０名） 

その他事務職員等：２名（内非常勤０名） 

 

 

 

⇒ 

 

同左のとおり 

 

 

（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

キッズスペース

 看板 

 

４．拠点設置の効果及びメリット 

・邑南町では「子どもまるごと相談室」として「子ども家庭総合支援拠点」機能と「子育て世代包括

支援センター」機能を備えており、「要保護児童対策地域協議会」と連携をとることで、チームで対

応することができる。 
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岡山県 

第１：市町村に対する支援拠点設置に向けての説明会・研修等の実施経過及び内容 

１．経過（平成 29 年度～令和２年３月まで） 

（１）平成 29 年度の取組 

 〇市町村向けの研修会（「児童虐待防止における体制づくり推進会議」）の開催 

  ・ 厚生労働省虐待防止対策推進室より市町村における支援拠点の整備と要保護児童対策調整

機関における専門職の配置、新しい社会的養育ビジョンの概要等について、ご講義いただい

た。 

 〇「子ども家庭総合支援拠点の整備に係るヒアリング調査」への協力 

  ・ 日本大学准教授鈴木秀洋研究室によるヒアリング調査に協力した。 

（２）平成 30 年度の取組 

 〇市町村向けの研修会 （「児童虐待防止における体制づくり推進研修会」）の開催 

・ 「子ども家庭総合支援拠点の設置促進を図るための課題と展望」と題して、日本大学准教

鈴木准教授よりご講義いただいた。 

〇「備中県民局管内市町児童虐待防止担当者会議」を実施 

 ・ 備中県民局管内の市町村に対して、支援拠点の設置促進に向けての説明会を実施した。 

（３）令和元年度の取組 

 〇「子ども家庭総合支援拠点整備促進事業」の開始  

・ 市町村等を対象としたヒアリングや研修会、財政的支援を行うことにより、支援拠点の設

置促進及び機能強化を図った。 

  ・ 「令和元年度岡山県子ども家庭総合支援拠点スタートアップ研修会」を開催 

    （5 月実施分）日本大学准教鈴木准教授に「市区町村子ども家庭総合支援拠点設置に向け

てスタートアップマニュアル」を用いてご講義いただいた。 

    （12 月実施分）伊予市子ども総合センター長 土井和博（厚生労働省指定アドバイザー） 

           に「子ども家庭総合支援拠点の運営について」と題してご講演いただい

た。 

  ・ 支援拠点の開設を目指す市町村に対して開設準備のための備品購入に要する費用を補助し

た。（500 千円（上限）、補助率 1/2）※令和元年度の補助対象自治体数：１ 
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２．県の取組（有効であったと考えているところ） 

・ 厚生労働省指定アドバイザー等有識者による市町村向け研修会は、支援拠点の設置に向けた福

祉や保健、教育部門等との具体的な連携方法や組織編制等について考える機会となり、大変有効

であった。 

 

３．県内における支援拠点設置（機能設置）自治体一覧 

平成 29 年 4 月現在【（0）】 

平成 30 年 4 月現在【（２）自治体：倉敷市、備前市】 

平成 31 年 4 月現在【（４）自治体：倉敷市、津山市、総社市、備前市】 

 

４．県としてのコメント 

・ 支援拠点の設置が法令上の義務付けがないため、市町村内で早期設置のコンセンサスを得づら

い状況があるように思われる（必置でなければ後回しとなる。）。 

・ 現状、通常的に支援レベルの低いケースを支援している市町村に、新たに最低配置要件を満た

すよう職員を兼務で配置するだけでは、十分な児童虐待の相談支援ができないように思われる。 

・ 市町村子ども家庭総合支援拠点の現行の最低配置人員は、人材確保の困難性等が考慮され、拠

点設置のハードルを下げるものとなっているが、ケース管理にとどまることなく、市町村に求め

られているきめ細やかな支援を行っていくためには、さらなる体制整備が必要である。 

・ 岡山県では、令和元年度より開始した「子ども家庭総合支援拠点整備促進事業」を軸に、引き続

き、管内市町村に支援拠点の設置を力強くバックアップしていきたい。 
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第２：県内で支援拠点を設置した自治体の紹介 

 

１．倉敷市 

 

 

  

運営要綱に準ずるため

の職員の確保 

児童福祉司、社会福祉

士等の専門職の正規職

員の採用を行い、継続

して勤務できる職員の

増員を図る 

引き続き、嘱託職員の

募集を行う 

正規職員として、心理

士を採用 

嘱託職員の新規採用募

集 

【過去】 

開設前の主な課題（制

度・業務・職員体制・設

備等） 

【現在】 

現在までに主に取り組ん

できたこと（解決してき

たこと） 

【未来】 

今後の主な展望（具体的に

やっていくこと・課題解決

後の具体的地域の姿など） 

広報の不足により、子

ども相談センターの存

在や役割が、市民にあ

まり知られていない 

 

引き続き、広報を行う 

 

啓発パンフレットを作

成し、より市民が利用

しやすい環境を整える 

出前講座等で、子ども

家庭総合支援拠点とし

ての役割を説明し、理

解を促進する 

 

相談室やプレイルーム

の確保 

 

プライバシーに配慮し

た相談室ができるよ

う、庁舎管理部署等へ

の働きかけを行う 

 

現存のスペースを利用

した、相談室の設置 
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２．津山市 

 

 

  

市では、こども保健部健

康増進課が子育て世代包括

支援センターを担い、同部

こども子育て相談室が要対

協を担っており、互いに連

携して業務に取り組んでい

るが、情報共有は紙媒体等

アナログであった。 

電算システムを改修し、

児童虐待の情報を電子的に

共有できるようになった

が、端末数が限られている

ため、今後、相談記録の効

果的なアップロード等その

運用方法の検討を進める。 

支援拠点の開設に合わせ

て、国の交付金事業を活用

し、子育て世代包括支援セ

ンターの業務に使われてい

る電算システム「健康かる

て」を改修し、児童虐待の

情報も電子的にも共有でき

るよう取り組んでいる。 

要対協の構成機関間でそ

れぞれの役割分担や初期対

応について、その認識にず

れが見られることがある。 

共通認識や対応力の維持

のためには定期的な研修の

開催（継続）も必要と思わ

れるため、今後の研修の在

り方の検討を進める。 

県の支援事業を活用し

て、要対協の構成機関に参

加してもらっての研修会を

開催し、共通認識の醸成、

対応力の向上を図った。 

【過去】 

開設前の主な課題（制

度・業務・職員体制・設

備等） 

【現在】 

現在までに主に取り組ん

できたこと（解決してき

たこと） 

【未来】 

今後の主な展望（具体的に

やっていくこと・課題解決

後の具体的地域の姿など） 
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３．総社市 

 

 

  

人員確保の面で，基準

の３名のうち，嘱託職

員が２名で１名虐待対

応専門員となれる正規

職員が１名いたが，兼

務での対応が可能なの

かが課題。 

人事異動があったとし

ても常時継続して対応

できる人材育成と体制

づくりが必要。 

職員を対象とした研修

等を実施することによ

り，虐待に関する知

識・対応についてのス

キルアップを図る必要

がある。 

こども課内に設置する

子育て世代包括支援セ

ンターと一体的・効率

的に対応する体制をと

っているが，配置人員

の３名のうち２名は嘱

託だが，１名は正規職

員で他の業務との兼務

がかかっている状態で

ある。 

【過去】 

開設前の主な課題（制

度・業務・職員体制・設

備等） 

【現在】 

現在までに主に取り組ん

できたこと（解決してき

たこと） 

【未来】 

今後の主な展望（具体的に

やっていくこと・課題解決

後の具体的地域の姿など） 

財政面で人員を新たに

雇うことが難しい。 

嘱託職員の人件費につ

いては，補助金を活用

することにより，財政

的な負担を軽減する。 

 

専門職の配置が必須で

あるため，人事異動に

ついては，職員の保有

資格等の要件につい

て，人事担当部署と調

整する。 
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４．備前市 

備前市の相談体制が弱

い。 

人員配置の拡充の検討 

他の職種の専門職の配

置の検討。 

正職員の資格職員の配

置、非常勤職員での資

格職員の配置。 

【過去】 

開設前の主な課題（制

度・業務・職員体制・設

備等） 

【現在】 

現在までに主に取り組ん

できたこと（解決してき

たこと） 

【未来】 

今後の主な展望（具体的に

やっていくこと・課題解決

後の具体的地域の姿など） 

要保護児童対策協議会

の充実 

受理支援会議に限ら

ず、ケース会議、実務

者会議などを通じ、情

報整理、課題の共有、

支援方法を具体的に決

め、支援できるよう役

割分担をする。 

調整担当者が主体とな

り、月 1 回受理支援会

議を開催し、新規通告

ケースの情報整理、課

題を共有し、検討し、

支援方法を具体的に決

め、支援を実施。 

母子保健部門との連携

強化を図る必要があ

る。 

母子保健部門以外の部

署（教育委員会、学

校、保育園・こども

園、福祉部署など）と

のさらなる連携強化、

子育て・虐待以外の相

談ができる場所へのつ

なぎの充実。 

子育て包括支援センタ

ー（母子保健部門）と

一体となった運営を実

施。 
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第３：紹介自治体の詳細（倉敷市、津山市、総社市、備前市） 

倉敷市 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

 

②面積：３５４．７㎢ 

③人口：４８２，５３０人  （平成３０年９月現在） 

④児童数：８１，４３４人  （平成３０年９月現在） 

⑤類型（小規模等）：大規模 

 

２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け）  

 

保健福祉局 主 保健福祉推進課

指導監査課

倉敷社会福祉事務所

所長は社会福祉部長が兼務

社会福祉部 福祉援護課 被災者生活支援室

生活福祉課 保護１係

保護２係

保護３係

保護４係

障がい福祉課 総合療育相談センター

事業所指導室

子ども未来部 子育て支援課

子ども相談センター 倉敷家庭児童相談室

保育・幼稚園課 管理係

運営支援係

認定係

保育・幼稚園支援室

保育園(14)・分園(1)・認定こ

ども園(5)
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３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：平成３０年４月】 

（1） 特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分） 

    平成２８年 ６４７件（２７５件） 

    平成２９年 ４９９件（１５３件） 

    平成３０年 ４４１件（ ９７件） 

    ※（  ）内は児童虐待の件数 

 

  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関

係機関との連携）遂行上の特徴 

① 虐待相談という窓口だけでなく、それ以外のさまざまな相談（子育て相談・子どもからの

相談専用ダイヤル等）を受ける中でリスクの高い家庭を早期発見している。 

② アセスメントの視点を工夫することで、子どもの立場に立った支援に繋がっている。 

③ 進行管理会議を２倍に増やし、現場の職員等より多く参加をしてもらっている。 

④ 見守りの様式を記入しやすいように変更した。 

⓹ 連携の必要性を理解してもらうために、関係機関等を対象とした研修等を重ねている。 

 

 

（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

  ※子育て世代包括支援センター未設置自治体であれば母子部門（所属明記）との連携 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

・出産後すでに問題が起きた後の対応が多

かった。（介入がより難しく、改善に時間が

かかる傾向にあった） 

 

 

 

 

⇒ 

・本市は平成２９年７月に保健所内に開設した

が、妊娠期から保健所と連携し、特定妊婦の支

援をすることにより、虐待の早期予防に繋がっ

ている。 
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②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9 参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

・役割分担が曖昧で、児相に対して受動的

だった。 

 

 

 

 

 

 

⇒ 

・毎月１回児童相談所長が受理会議に出席して

もらい、助言・指導をいただく。 

・毎週、児童相談所の支援援助会議に参加し、

情報共有する。 

・一時保護解除・家庭引き取り等、児相と連携

し、支援をする。 

 

③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

・要対協の代表者会議を通じて情報の共

有・連携を図る。 

 

 

 

 

 

 

⇒ 

・要対協のメンバーを見直し、新規の関係機関

に参加してもらった。 

・要対協の、研修会や講演会等を通じて情報の

共有化を図り、相互理解を深めることにより、

より良い支援に繋ぐ。 

 

⑤ 人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

 

子ども家庭支援員：５名（内非常勤 名） 

心理担当支援員： １名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員： ６名（内非常勤６名） 

その他事務職員等：２名（内非常勤 名） 

 

 

 

⇒ 

 

子ども家庭支援員：５名（内非常勤 名） 

心理担当支援員： ２名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員： ７名（内非常勤６名） 

その他事務職員等：１名（内非常勤 名） 
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（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

 

 

４．拠点設置の効果及びメリット 

・拠点を設置し、職員がすべての子どもの相談を受ける意識が高まったことにより、虐待だけを意識

せずに相談を受け、介入もし易くなった。 

より市民に身近な市が拠点を設置することは、虐待の早期発見・早期解決につながることを実感して

いる。 

 

 

津山市 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

  下図参照ください 

  

②面積： 506.33 k㎡ 

③人口： 100,863人（ H31年 4月現在） 

④ 児童数： 16,333人（ H31年 4月現在） 

⑤類型（小規模等）：小規模 B型 
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２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

下図のこども保健部こども子育て相談室が拠点の事務局 

 

 

３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：平成３１年 ４月】 

（1） 特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分） 

       要保護（虐待）  要支援(ﾊｲﾘｽｸ)  非該当  児童相談 

    H28      87                91              18         81 

    H29     117                89              32        131 

    H30      80                99              33        224 

 

  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関

係機関との連携）遂行上の特徴 

282



岡山県作成の「市町村子ども虐待対応ガイドライン」及び県主催の研修会などを活用して

業務にあたっている。 

「拠点として」特段の特徴はなし。 

 以前からの児童虐待（相談含む）対応（要対協）と変わりなく実施 

 

 

（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

  ※子育て世代包括支援センター未設置自治体であれば母子部門（所属明記）との連携 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

市では、こども保健部健康増進課が子育

て世代包括支援センターを担い、同部こど

も子育て相談室が要対協を担っていた。 

 互いに連携して業務に取り組んでいた。 

 

 

 

⇒ 

H31.4月よりこども子育て相談室に支援拠点を

開設し、要対協と合わせて担っている。 

また、子育て世代包括支援センターの業務に

使われている電算システム「健康かるて」を改

修し、児童虐待の情報も電子的にも共有できる

よう取り組んでいる。 

 

②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9 参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

要対協として従来から連携している。良

好なコミュニケーションが取れているか

は、その年々の担当者間の主観の問題があ

るので不明。 

 

 

⇒ 

要対協としての従来からの連携はあるが、「拠

点」として特段の連携の取り決め等はしていな

い（協議・申し合わせはしていないが、実質要

対協と一体であり、同様の連携となる）。 

なお、県・児相の協力を得て、学校等関係機

関の担当者を対象とした研修会を開催し、児童

虐待への共通認識の醸成や対応力の向上を図る

ことを目指している。 

 

③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

要対協の構成機関に参加してもらっての研

修会を開催（予定）し、共通認識の醸成、

対応力の向上を図る 

 

 

⇒ 

今年度開設。左に同じ 
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④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

H31.4 

子ども家庭支援員：２名（内非常勤０名） 

心理担当支援員：０名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員：２名（内非常勤２名） 

その他事務職員等：２名（内非常勤０名） 

 

 

 

 

 

 

⇒ 

R1.10 

子ども家庭支援員：２名（内非常勤１名） 

心理担当支援員：０名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員：２名（内非常勤２名） 

その他事務職員等：２名（内非常勤０名） 

 

※子ども家庭支援員の保健師（正職員）が産休

（育休）に入り、替わりの嘱託員採用となって

いる。 

 

（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

   

 

    

 

４．拠点設置の効果及びメリット 

・「新しく」設置したことを広報することで、市民への新たな通告・相談のきっかけとなるのではな

いかと期待しているが、H31.4月に設置して以降、前年比で相談件数は増えているものの、「拠点」

を知ったからと相談等してきた事例は確認できてない。 

・相談しやすいよう多くのアンテナ・機会を設ける必要・意義はあるだろうとは思うが、市民にとっ

てはむしろ情報過多になっていないか心配される。 

・支援拠点と子育て世代包括支援センターとの連携強化のために電算システムの改修を実施するが、

子ども子育て支援交付金を活用することで市の費用負担を抑えられることはメリットであった。 
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総社市 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

 

 

②面積：211.9㎢ 

③人口： 68,994人  （平成 31年 4月現在） 

④児童数：11,719人  （平成 31年 4月現在） 

⑤ 類型（小規模等）：小規模 B型 
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２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

 

 

 

 

３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：平成 31年 4月】 

（1）特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分） 

 

平成 28年度：91件，平成 29年度 111 件，平成 30年度 73件 

 

 

  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関

係機関との連携）遂行上の特徴 

・定期的に学校を訪問し，気になる児童等の情報収集をしている。 

・同じフロアに保育・教育部門があるため，手続きに来庁した保護者に対し，声かけするな

ど相談しやすい関係性を構築している。 

・個別ケース会議では関係機関を交えて積極的な情報交換・支援方針の検討を行っている。 

・社会福祉協議会など必要に応じて適宜連携をとって支援している。 

 

 

 

児童虐待防止・家庭児童相談室に関するこ

と 

（子ども家庭総合支援拠点に関すること） 

児童福祉法に基づく事務・相談業務 

母子保健法に基づく業務 

地域子ども・子育て支援事業に関すること 

子育て世代包括支援センター業務 

こども課 

子育て支援係 

母子保健係 
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（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

  ※子育て世代包括支援センター未設置自治体であれば母子部門（所属明記）との連携 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

各々収集した情報について，連携をとりな

がら支援にあたっている。 

 

 

⇒ 

各々収集した情報について，連携をとりながら

支援にあたっている。 

 

 

②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9 参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

把握している情報について，連携をとりな

がら支援している。 

 

 

⇒ 

訪問に同席するなど，連携をとっている。 

 

③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

関係機関との間で情報交換・共有を行って

いる。 

 

 

 

 

⇒ 

関係機関との間で情報交換・共有を行っていく

なかで，地域の代表者（民生委員等）にも参画

していただくことした。 

 

 

④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

 

子ども家庭支援員：２名（内非常勤１名） 

心理担当支援員：０名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員：２名（内非常勤１名） 

その他事務職員等：０名（内非常勤 名） 

 

 

⇒ 

 

子ども家庭支援員：２名（内非常勤１名） 

心理担当支援員：０名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員：２名（内非常勤１名） 

その他事務職員等：０名（内非常勤 名） 
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（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

   

 

 

４．拠点設置の効果及びメリット 

役割が明確化された。 

 

備前市 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

 

 

 

②面積：２５８．１４平方メートル 

③人口： ３４，４８６人（平成３１年３月３１日現在） 

④児童数： ４，０５９人（平成３１年３月３１日現在） 

⑤類型（小規模等）：小規模Ａ型 
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２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

 

市長部局 

                      ┃ 

保健福祉部 

                      ┃ 

子育て支援課 

                      ┃ 

             ┏━━━━━━━━┻━━━━━━━━━━━┓ 

          子育て支援係               すこやか相談係 

             ┃                    ┃ 

        子ども家庭総合支援拠点         子育て世代包括支援センター 

 

３．支援拠点としての説明（特徴・機能） 【開設年月：平成３０年４月】 

（2） 特徴 

  ア 養護相談等に係る相談件数の推移（3年分） 

      相談件数   （うち虐待） 

   H30   77       11 

   H29   176       28 

   H28   119       26 

 

  イ 児童虐待対応として工夫している事項  〔マニュアル P.12 参照〕 

    拠点としての 4業務（①実状の把握②相談対応③総合調整④調査、支援及び指導等⑤他関

係機関との連携）遂行上の特徴 

① 市の通報窓口として実情の把握を行っている。 

② 市の相談窓口として相談業務を行っている。 

③ ①②の内容を踏まえ、要保護児童対策地域協議会による会合等で対応を検討し、各関係

課へのつなぎを実施している。 

④ 要保護児童対策地域協議会に限らず、児童相談所や県民局などとも連携し、情報共有を

行っている。 
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（2）開設前の取組と現状の取組について 

①子育て世代包括支援センター(母子部門)との連携  〔マニュアル P.6～7参照〕 

  ※子育て世代包括支援センター未設置自治体であれば母子部門（所属明記）との連携 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

 保健課で母子部門全般を対応。 

 必要に応じて子育て支援課と情報交換を

行っている。 

 

 

 

⇒ 

 子育て世代包括支援センターを子育て支援課

内に設置。拠点と一体的に支援を実施してい

る。 

 

②児童相談所との連携  〔マニュアル P.9 参照〕 

開設前の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

 調整担当者により、必要に応じて連絡、

連携をしている。 

 

 

⇒ 

調整担当者が主体となって、緊密に連絡、連携

をしている。 

 

③要保護児童対策地域協議会の活用  〔マニュアル P.8参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

 調整担当者により、必要に応じて協議会

を開催している。 

 

 

 

 

⇒ 

 調整担当者が主体となり、月 1回協議会を開

催し、新規通告ケースの情報整理、課題の共

有、検討し支援方法を具体的に決め、支援でき

るよう役割分担をする。 

 

④人員配置  〔マニュアル P.4、25～27参照〕 

開設時の取組 ⇒ 2019年現在の取組・特徴 

 

子ども家庭支援員：２名（内非常勤０名） 

心理担当支援員：０名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員：０名（内非常勤 名） 

その他事務職員等：５名（内非常勤１名） 

 

 

 

⇒ 

 

子ども家庭支援員：３名（内非常勤１名） 

心理担当支援員： 名（内非常勤 名） 

虐待対応専門員： 名（内非常勤 名） 

その他事務職員等：５名（内非常勤１名） 
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（3）相談室、親子交流スペース、事務室等 〔マニュアル P.27参照〕 

相談室・交流スペース 事務室 

  

 

４．拠点設置の効果及びメリット 

拠点と子育て世代包括支援センターが一体的に設置され、相互の連絡調整がしやすい。 

妊娠期からのハイリスク・特定妊婦の情報共有ができることで、産後の支援のつなぎがスムーズにな

る。 

子育てに関する相談を、その場で終えるのではなく、ワンストップで受け、対応できる。 

関係者との協議の中で予防的な役割、関係者へのつなぎ、必要なネットワークを作ること、拠点の役

割や存在を理解してもらうことができた。 
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広島県 

第１：市町村に対する支援拠点設置に向けての説明会・研修等の実施経過及び内容 

１．経過（平成 29 年度～令和 2 年 3 月まで） 

【平成 30年度 研修会】 

  実施日・会場：平成 31 年３月４日 広島県西部こども家庭センター（広島市） 

参加者：県内 22市町（広島市を含む）職員 

こども家庭センター（児童相談所）職員 等 

  内 容：講演 演題 「市区町村子ども家庭総合支援拠点」の設置促進に向けて 

         講師 日本大学危機管理学部 准教授 鈴木 秀洋 氏 

 

【令和元年度 研修会】 

 実施日・場所：①令和元年８月６日 広島県福山庁舎（福山市） 

②令和元年８月７日 広島県庁（広島市） 

 参加者：県内市町 21市町（①７市町，②14市町（広島市を含む））職員 

※児童福祉主管課長等の管理的立場にある職員と，子ども家庭相談支援の実務を担う

職員の両方が参加 

      こども家庭センター（児童相談所）職員 等 

内 容：講義 講師 日本大学危機管理学部 准教授 鈴木 秀洋 氏 

     行政説明 

      広島県健康福祉局こども家庭課（子ども家庭総合支援拠点担当課） 

      広島県健康福祉局子育て・少子化対策課（子育て世代包括支援センター担当課） 

     演習 各市町から子ども家庭総合支援拠点設置に向けた取組の発表 

 

２．県の取組（有効であったと考えているところ） 

令和元年度の研修会は，多くの市町職員が参加できるよう県の東部（福山市）と西部（広島市）

の２か所で開催するとともに，施策の実行性を高めるため，支援拠点の必要性について組織の幹

部が理解するよう相談員等の実務者だけでなく，管理職的立場にある職員にも参加してもらった。 

また，演習形式により，市町職員が主体的に自らの市町の取組みを整理し，発表することによ

り，他市町の状況を知るとともに，自身の市町の状況の振り返りにもなり，子ども家庭総合支援

拠点の設置に向けて，より実際的に考える機会となった。 
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３．県内における支援拠点設置（機能設置）自治体一覧 

平成 29年 4 月現在【０自治体】 

平成 30年 4 月現在【１自治体：東広島市】 

平成 31年 4 月現在【１自治体：東広島市】 

 

４．県としてのコメント 

  県としては，研修開催等により支援拠点の設置促進を図るとともに，設置後の機能強化も見据

えて，次のような取り組みを行っている。 

①支援拠点とひろしま版ネウボラ（子育て世代包括支援センター）との一体的運営 

 県では，子育て世代包括支援センターを拡充した「ひろしま版ネウボラ」を推進しており（図

１），「ひろしま版ネウボラ」と支援拠点とを一体的な運営を図るよう，各市町に働きかけてい

る（図２）。 
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②未然防止の取組 

 ひろしま版ネウボラの取組に加え，令和元年度から，モデル市町において，福祉や教育などの

子供の育ちに関係する様々な情報を収集，分析することで，子供の育ちにつながるリスク（虐待・

育児放棄，不登校，問題行動，社会的孤立など）を早期に把握し，適切な予防的支援を届ける仕

組みを構築する取組を始めている。 

 

③人材の確保・育成 

 多くの市町では，対人援助業務を担う専門職が質・量ともに不足しているため，県において，

市町やこども家庭センターの専門職の人材育成・確保のあり方について，検討し，仕組みづくり

を行うとともに，こども家庭センター（児童相談所）による積極的な助言，市町へのこども家庭

センターＯＢの配置や人事交流，要保護児童対策地域協議会関係者への研修等を実施し，市町の

機能強化の支援を行うこととしている。 

 また，現在，市町における家庭への相談援助は主に家庭相談員が担っており，経験豊富で，ス

キル，熱意の高い職員が多いため，引き続き，家庭相談員の強化も図っていく。 
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第２：県内で支援拠点を設置した自治体の紹介 

 

１．東広島市 

 

 

  

【職員体制】 

要件を満たす人員が確

保できていなかった。 

（平成 29 年度現在） 

虐待対応専門員 6 人 

心理担当支援員 2 人 

子ども家庭支援員 5 人 

【職員体制】 

DV 相談、児童虐待の

面前 DV のケース数が

増加したことに伴い、

令和２年度から DV 担

当の相談員１人を増員

し、更なる体制強化を

図る。 

【職員体制】 

平成３０年度以降、人

員を確保した。 

（令和元年度現在） 

虐待対応専門員８人 

心理担当支援員 3 人 

子ども家庭支援員 5 人 

【過去】 

開設前の主な課題（制度・

業務・職員体制・設備等） 

【現在】 

現在までに主に取り組ん

できたこと（解決してきた

こと） 

【未来】 

今後の主な展望（具体的に

やっていくこと・課題解決

後の具体的地域の姿など） 

【情報管理】 

児童虐待、DV、家庭児

童相談ケースの記録は

家庭児童相談部門の

み、「健康かるて」は

母子保健部門の専門員

しか閲覧できなかっ

た。 

【情報管理】 

令和２年度から、児童

虐待、DV、家庭児童相

談ケースの記録を管理

するシステム導入を検

討しており、併せて「健

康かるて」との情報連

携も検討する。 

【情報管理】 

平成３０年度から支援

拠点メンバーがケース

記録、「健康かるて」

の両方を閲覧できるよ

うにした。 

 

【情報共有】 

家庭児童相談部門と母

子保健部門が一つの課

となっていたが、同一

世帯への対応を別々に

行っていることもあっ

た。 

 

【情報共有】 

家庭訪問や面談等の

際、各専門員が連携を

図ることにより、初期

段階から重層的な支援

体制を築いていく。 

 

【情報共有】 

平成３０年度から、毎

週月曜日の 10:30～

12:00 まで、支援拠点

メンバーが参加するミ

ーティングを開催し、

情報共有を図るように

なった。 
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第３：紹介自治体の詳細（東広島市） 

東広島市 

１．自治体の概要 

①県内地図（県内の市等の位置） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②面積：635.16㎢ 

③人口：188,015人（令和元年８月末現在 住民基本台帳から） 

④児童数：32,684人（令和元年８月末現在 17歳以下人口 住民基本台帳から） 

⑤類型（小規模等）：中規模型 
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２．自治体の組織図（拠点機能を組織図に位置付け） 

 下図の「家庭児童相談室」を所掌 下図の「出産・育児サポートセンターすくすく」を所掌 
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